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(57)【要約】
　本発明の一態様において、組織牽引システムは、第１
のアンカと、第２のアンカと、第１のアンカと第２のア
ンカとの間に延びる長尺状連結部材とを含み得る。シス
テムはまた、第１のアンカと、第２のアンカと、長尺状
連結部材とを受け入れるためのホルダを含み得る。ホル
ダは、近位部分と遠位部分とを含み得る。ホルダからの
第１のアンカの配置過程において遠位部分が第１のアン
カの近位端部に力を及ぼすように、遠位部分は、近位部
分より小さな幅を有し得る。該力は、組織を受け入れる
ために第１のアンカを開姿勢に移行させ得る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のアンカと、
　第２のアンカと、
　前記第１のアンカと前記第２のアンカとの間に延びる長尺状連結部材と、
　前記第１のアンカと前記第２のアンカと前記長尺状連結部材とを受け入れるために設け
られ、近位部分と遠位部分とを含むホルダであって、該ホルダから前記第１のアンカを配
置する過程において、前記遠位部分が前記第１のアンカの近位端部に対して力を及ぼし、
該力が組織を受け入れるために前記第１のアンカを開姿勢に移行させるように、前記遠位
部分が前記近位部分より小さな幅を有する、前記ホルダと
　を備える、組織牽引システム。
【請求項２】
　前記第１のアンカは、前記ホルダ内において前記第２のアンカに隣接する、請求項１に
記載の組織牽引システム。
【請求項３】
　前記第１のアンカは、第１の顎部と第２の顎部を含み、前記第１の顎部は、前記第２の
顎部に揺動可能に取り付けられる、請求項１又は２に記載の組織牽引システム。
【請求項４】
　前記第１のアンカは、前記第１の顎部と前記第２の顎部の少なくとも一方を当該第１の
顎部と当該第２の顎部の他方に向かって動くように付勢する付勢要素をさらに備える、請
求項３に記載の組織牽引システム。
【請求項５】
　前記第２のアンカは、第３の顎部と第４の顎部を含み、前記第３の顎部は、前記第４の
顎部に揺動可能に取り付けられる、請求項３又は４に記載の組織牽引システム。
【請求項６】
　前記第３の顎部と前記第４の顎部の遠位端部は、前記ホルダ内において前記第１の顎部
と前記第２の顎部の近位端部の対向する表面に係合する、請求項５に記載の組織牽引シス
テム。
【請求項７】
　前記第３の顎部と前記第４の顎部は、前記ホルダ内において前記第１の顎部と前記第２
の顎部の近位端部を挟む、請求項６に記載の組織牽引システム。
【請求項８】
　組織のための再配置可能なクリップシステムであって、
　前記クリップシステムは、クリップを備え、前記クリップは、
　　　組織を受け入れるための第１の姿勢と、組織に係合するための第２の姿勢とを有す
る締結要素と、
　　　前記締結要素の少なくとも一部を受け入れるための基部であって、前記締結要素が
前記基部から離れるように動かされると前記第１の姿勢に移行し、かつ、前記締結要素が
前記基部に向かって動くと前記第２の姿勢に移行する、前記基部と、
　　　前記締結要素を前記第１の姿勢と前記第２の姿勢との間で移行させるために前記基
部内に少なくとも部分的に受け入れられ、係合要素を含む、作動要素と、
　を含み、
　前記クリップシステムは、器具を備え、前記器具は、
　　　前記係合要素に係合するための操作要素と、
　　　受入部であって、前記基部の少なくとも一部を受け入れて、前記基部を当該受入部
に対し固定するためのものであり、固定のために前記基部を前記受入部に配置するように
前記操作要素が構成され、かつ、前記締結要素を前記第１の姿勢と前記第２の姿勢との間
で移行させるように、前記基部が前記受入部に固定されているときに前記作動要素を前記
基部に対して動作させる、前記受入部と、
　を含む、再配置可能なクリップシステム。
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【請求項９】
　前記受入部は、第１の連結要素を含み、前記基部は、第２の連結要素を含み、前記第１
の連結要素は、前記基部を前記受入部に対して固定するために、前記第２の連結要素に解
放可能に連結する、請求項８に記載の再配置可能なクリップシステム。
【請求項１０】
　前記第１の連結要素は、溝と前記溝内に収容されるために構成された突起とのうちの一
方を含み、前記第２の連結要素は、前記溝と前記突起とのうちの他方を含む、請求項９に
記載の再配置可能なクリップシステム。
【請求項１１】
　前記第１の連結要素は、内部の幾何学的機構を含み、前記第２の連結要素は、前記内部
の幾何学的機構と嵌合する外部の幾何学的機構を含む、請求項９に記載の再配置可能なク
リップシステム。
【請求項１２】
　前記第１の連結要素と前記第２の連結要素は、スナップ嵌合接続を形成する、請求項９
に記載の再配置可能なクリップシステム。
【請求項１３】
　前記操作要素は、曲がった遠位端部を有するアームを含むとともに、前記係合要素は、
ループを備える、請求項８乃至１２のいずれか１項に記載の再配置可能なクリップシステ
ム。
【請求項１４】
　前記操作要素は、ボールを含むとともに、前記係合要素は、ソケットを含み、前記ボー
ルは、前記ソケットに解放可能に連結される、請求項８乃至１２のいずれか１項に記載の
再配置可能なクリップシステム。
【請求項１５】
　前記第１の姿勢は、開姿勢であり、前記第２の姿勢は、閉姿勢である、請求項８乃至１
４のいずれか１項に記載の再配置可能なクリップシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の様々な態様は、概して組織牽引に関連する。より具体的には、本発明は組織を
牽引するためのシステム、装置、及び関連する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　技術開発により、医療システム、医療装置及び医療方法の使用者が対象者に対して益々
複雑な手技を実施することができるようになってきた。例えば、対象者の消化管内におけ
る組織の除去は困難が生じ得る類の手技である。そのように困難な１つの分野は、組織上
における病変の除去に関わるものである。病変を除去するために、使用者は病変又はその
周りの組織を牽引することがある。この牽引により、使用者は病変を除去するための切断
具をはっきりと観察することが可能となり得る。この可視化の実施は、脈管を切断してし
まうというような望ましくない誤切開の防止を支援し得る。可視化はまた、病変の大部分
又はすべてが除去されるのを保証することも支援し得る。
【発明の概要】
【０００３】
　牽引を行うためには、使用者は、病変又はその周りの組織に溶液を注射して、切断に備
えてその組織を挙上し得る。病変、特に病変の基部に到達してそれを挙上するには、多数
回の注射を行う必要があり得る。これは時間を要する場合がある。さらに、注射は、使用
者が所望する視線の方向又は他のアクセスを提供するために十分な組織牽引を提供しない
ことがある。これらの潜在的な問題は、除去の標的である病変が平らな病変である場合に
悪化する。
【０００４】
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　上述の不都合の発生を低減又は排除しつつ牽引を提供する解決策は、使用者及び対象者
に対してより良好な結果をもたらし得る。
　本発明の態様は、とりわけ、組織を牽引するためのシステム、装置、及び方法に関連す
る。本願に開示された態様の各々は、他の開示された態様のうちのいずれかに関連して記
載する特徴のうちの１つ以上を含んでいてもよい。
【０００５】
　本発明の一態様において、組織牽引システムは、第１のアンカと、第２のアンカと、第
１のアンカと第２のアンカとの間に延びる長尺状連結部材とを含み得る。システムはまた
、第１のアンカと、第２のアンカと、長尺状連結部材とを受け入れるためのホルダも含み
得る。ホルダは、近位部分と遠位部分とを含み得る。遠位部分は、第１のアンカをホルダ
から配置する過程において該遠位部分が第１のアンカの近位端部に力を及ぼすように、近
位部分より小さな幅を有し得る。該力は、組織を受け入れるために第１のアンカを開姿勢
に移行させ得る。
【０００６】
　組織牽引システムの態様は、以下の特徴のうちの１つ以上を含み得る。第１のアンカは
、ホルダ内において第２のアンカに隣接し得る。第１のアンカは、第１の顎部と第２の顎
部とを含み、第１の顎部は、第２の顎部に揺動可能に取り付けられ得る。第１のアンカは
、第１の顎部と第２の顎部の少なくとも一方を、当該第１の顎部と第２の顎部の他方に向
かって動くように付勢する付勢要素をさらに含み得る。第２のアンカは、第３の顎部と第
４の顎部とを含み、第３の顎部は、第４の顎部に揺動可能に取り付けられ得る。第３の顎
部と第４の顎部の遠位端部は、ホルダ内において第１の顎部と第２の顎部の近位端部の対
向する表面に係合し得る。
【０００７】
　本発明の別の態様において、組織のための再配置可能なクリップシステムは、クリップ
を含み得る。クリップは、組織を受け入れるための第１の姿勢と、組織に係合するための
第２の姿勢とを有する締結要素を含み得る。クリップはまた、締結要素の少なくとも一部
を受け入れるための基部を含み得る。締結要素が基部から離れるように動かされると第１
の姿勢に移行し得るとともに、締結要素が基部に向かって動くと第２の姿勢に移行し得る
。クリップはまた、基部内に少なくとも部分的に受容された、締結要素を第１の姿勢と第
２の姿勢との間で移行させるための作動要素を含み得る。作動要素は、係合要素を含み得
る。システムはまた、器具を含み得る。器具は、係合要素に係合するための操作要素を含
み得る。器具はまた、基部を受入部に対して固定するために基部の少なくとも一部を受け
入れるための受入部を含み得る。操作要素は、基部を受入部に対して固定するために配置
するように構成され得る。基部が受入部に固定されているときに、作動要素を基部に対し
て動かさせることにより、締結要素は、第１の姿勢と第２の姿勢との間で移行し得る。
【０００８】
　再配置可能なクリップシステムの態様は、下記の特徴のうちの１つ以上を含み得る。受
入部は、第１の連結要素を含み得る。基部は、第２の連結要素を含み得る。第１の連結要
素は、基部を受入部に対して固定するために第２の連結要素に解放可能に連結し得る。第
１の連結要素は、溝と前記溝内に収容されるように構成された突起とのうちの一方を含み
得る。第２の連結要素は、前記溝と前記突起とのうちの他方を含み得る。第１の連結要素
は、内部の幾何学的機構を含み得る。第２の連結要素は、内部の幾何学的機構と嵌合する
外部の幾何学的機構を含み得る。第１の連結要素と第２の連結要素とは、スナップ嵌合接
続を形成し得る。操作要素は、曲がった遠位端部を有するアームを含むとともに、係合要
素は、ループを含み得る。操作要素は、ボールを含むとともに、係合要素は、ソケットを
含み得る。ボールは、ソケットに解放可能に連結され得る。
【０００９】
　さらに本発明の別の態様において、組織を牽引する方法は、第１の要素を第１の位置に
おいて組織に固定することを含み得る。該方法はまた、第２の要素を第２の位置において
組織に固定することを含み得る。第２の位置は、第１の位置から離間され得る。第２の要
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素の組織に固定することは、第１の要素と、連結要素と、第２の要素とが、第１の位置の
組織に対して力を及ぼし得るように、第１の要素と第２の要素との間に延びる連結要素の
部分に張力を生じさせ得る。該力は、作用方向及び大きさを有し得る。方法はまた、第１
の位置の組織に力が及ぼされている間に、第１の位置の組織を操作することを含み得る。
【００１０】
　組織を牽引する方法の態様は、以下の特徴のうちの１つ以上を含み得る。第２の位置で
組織から第２の要素を解放すること。第２の要素を、第２の位置から離間されている第３
の位置の組織に向けて移動させること。第２の要素を第３の位置の組織に固定すること。
連結要素を用いて第１の要素を第２の要素に向けて引っ張ることにより、力の大きさを調
整すること。第１の要素をホルダから放出すること。第１の要素をホルダと係合させ、第
１の要素を開姿勢に移行させ、第１の位置の組織を受け入れること。第１の要素をホルダ
から係合解除して、第１の要素を閉姿勢に移行させ、第１の要素を第１の位置の組織に固
定すること。
【００１１】
　前述の概要及び以下の詳細な説明の双方は、例示であり、説明のためのものに過ぎず、
権利請求される本発明を限定するものではないことが理解される。
　この明細書の一部に組み込まれ、かつそれを構成する添付図面は、本発明の例示的な態
様を示し、記載とともに本発明の原理について説明するのに役立つ。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１Ａ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｃ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｄ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｅ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｆ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｇ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図１Ｈ】本発明の諸態様による、使用時における牽引システムを示す図。
【図２】本発明の諸態様による、使用時の別の牽引システムを示す図。
【図３Ａ】本発明の諸態様による、使用時におけるさらに別の牽引システムを示す図。
【図３Ｂ】本発明の諸態様による、使用時におけるさらに別の牽引システムを示す図。
【図３Ｃ】本発明の諸態様による、使用時におけるさらに別の牽引システムを示す図。
【図３Ｄ】本発明の諸態様による、使用時におけるさらに別の牽引システムを示す図。
【図３Ｅ】本発明の諸態様による、使用時におけるさらに別の牽引システムを示す図。
【図３Ｆ】本発明の諸態様による、図３Ａ－図３Ｅの牽引システムのホルダとアンカを示
す図。
【図３Ｇ】本発明の諸態様による、図３Ａ－図３Ｅの牽引システムのホルダとアンカを示
す図。
【図３Ｈ】本発明の諸態様による、図３Ａ－図３Ｅの牽引システムのホルダとアンカを示
す図。
【図３Ｉ】本発明の諸態様による、図３Ａ－図３Ｅの牽引システムのホルダとアンカを示
す図。
【図４】本発明の諸態様による、ホルダと、アンカと、プッシャとを含むアセンブリの断
面図。
【図５】本発明の諸態様による、ホルダと、アンカと、プッシャとを含む別のアセンブリ
の破断図。
【図６】本発明の諸態様による、列に配置された例示的な係合要素と留め具とを示す図。
【図７Ａ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図７Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図７Ｃ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
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【図８】本発明の諸態様による、アンカを示す図。
【図９】本発明の諸態様による、別のアンカを示す図。
【図１０】本発明の諸態様による、別のホルダの端面図。
【図１１】本発明の諸態様による、ホルダとアンカの破断図。
【図１２Ａ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１２Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１２Ｃ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１２Ｄ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１２Ｅ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１２Ｆ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１３】本発明の諸態様による、配置器具とアンカの一部を示す図。
【図１４】本発明の諸態様による、別の配置器具と別のアンカの一部を示す図。
【図１５】本発明の諸態様による、別の配置器具と別のアンカの一部を示す図。
【図１６Ａ】本発明の諸態様による、別の配置器具と別のアンカの一部を示す図。
【図１６Ｂ】本発明の諸態様による、別の配置器具と別のアンカの一部を示す図。
【図１７】本発明の諸態様による、別のアンカの一部の斜視図。
【図１８】本発明の諸態様による、別の配置器具と別のアンカの一部を示す図。
【図１９Ａ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｃ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｄ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｅ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｆ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｇ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図１９Ｈ】本発明の諸態様による、使用時における別の牽引システムを示す図。
【図２０Ａ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２０Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２１Ａ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２１Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２２】本発明の諸態様による、補助アンカを示す図。
【図２３Ａ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２３Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２４Ａ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２４Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２５Ａ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【図２５Ｂ】本発明の諸態様による、使用時における図１９Ａ－図１９Ｈの牽引システム
の別例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は組織を牽引するためのシステム、装置及び方法に関する。ここで本発明の態様
について詳細に言及し、それらの例を添付図面に示す。
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　可能な限り、同一又は同様の部品を参照するために、図面を通して同一又は類似の参照
番号を用いる。「遠位」という用語は、患者に装置を導入する場合に使用者から最も遠く
離れた部分を指す。対照的に、「近位」という用語は、患者の中に装置を配置する場合に
使用者に最も近い部分を指す。「牽引」という用語は、例えば、組織を除去するための切
断具を露出させるように、かつ／又は可視化するように組織を配置することを指し得る。
本願において用いられる場合、「備える」「備えている」という用語又はそれらのあらゆ
る他の別例は、プロセス、方法、物品、又は装置が、それらの構成要素として列挙された
要素だけではなく、そのようなプロセス、方法、物品、又は装置のものとしては明示的に
列挙されていない他の要素、或いは生来的ではない他の要素をも含み得るように、非排他
的な包含をカバーすることが意図される。「例示的」という用語は、「理想」ではなく、
「例」という意味に用いられる。
【００１４】
　図１Ａ－図１Ｈは、組織１０２の一部を牽引するためのシステム１００を示す。組織１
０２は、例えば、病変を有する領域等の除去の標的とされる領域１０４を含み得る。シス
テム１００は、組織１０２へのアクセスを提供するためのイントロデューサ１０６を含み
得る。イントロデューサ１０６は、標的領域１０４に対向する組織、また別の場合には、
標的領域に臨む組織１０２の部分にアンカ１０８，１１０を配置し得る。追加的に又は代
替的に、イントロデューサは、標的領域１０４から離間した組織の部分にアンカ１０８，
１１０を配置してもよい。図１Ａ及び図１Ｂは、配置中のアンカ１０８，１１０を示す。
【００１５】
　イントロデューサ１０６はまた、図１Ｃに示すように、アンカ１１２も標的領域１０４
に配置し得る。アンカ１１２には、図１Ｄにおいて視認可能なテザー１１４が結合され得
る。テザー１１４には、クリップ１１６が結合され得る。イントロデューサ１０６及びそ
の内部の配置器具（図１Ｄでは視認不可）は、標的領域１０４を牽引するために、クリッ
プ１１６をアンカ１０８に取り付け得る。牽引された標的領域１０４を切断するために、
図１Ｅに示した切断器具１２０が用いられ得る。
【００１６】
　図１Ｆ及び図１Ｇは、標的領域１０４をさらに牽引するために、クリップ１１６をアン
カ１０８から取り外して、クリップ１１６をアンカ１１０に取り付けているイントロデュ
ーサ１０６及び配置器具１１８を示す。アンカ１０８，１１０は標的領域１０４を牽引す
るための段階的な引張点として作用し得る。アンカ１０８とアンカ１１０との間の空間は
、標的領域１０４を牽引するための異なる牽引のベクトル（例えば牽引の方向及び／又は
大きさ）を実現する能力を使用者に提供し得る。この牽引のベクトルに対する制御は、使
用者が切断器具１２０による標的領域１０４の切断を案内するために用いる切断具を露出
させ、かつ／又は可視化する高い能力を使用者に提供し得る。図１Ｈは、牽引ベクトルの
調整後に牽引された標的領域１０４を切断している切断器具１２０を示す。
【００１７】
　イントロデューサ１０６は、長尺状管状部材１２２を含み得る。長尺状管状部材１２２
は、長尺状管状部材１２２の内部を通って長さ方向に延びる複数のルーメン（図示せず）
を含み得る。該ルーメンは、標的領域１０４に入退する器具、照明要素（図示せず）、撮
像要素（図示せず）、及び／又は流体又は他の物質の流れ（図示せず）のうちの１つ以上
を受け入れ得る。
【００１８】
　エンドキャップ１２６は、長尺状管状部材１２２の遠位端部を覆い得る。エンドキャッ
プ１２６は、ルーメンと連通したポート１２８を含み得る（例えば、図１Ｆ及び図１Ｈを
参照）。ポート１３０は、器具ルーメンと連通し得る。器具ルーメンを通って挿入された
器具は、ポート１３０を介してイントロデューサ１０６の遠位端部から延出し得る。他の
ポート１２８は、照明要素、撮像要素、及び／又は、流体若しくは他の物質の流れを受け
入れるために他のルーメンと連通し得る。イントロデューサ１０６の使用者は、照明要素
及び撮像要素を用いて、標的領域１０４及びその周囲を可視化してもよい。イントロデュ
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ーサ１０６は、例えば、任意の適当な種類の内視鏡、シース又はカテーテルを含み得る。
【００１９】
　イントロデューサ１０６はまた、操舵機構（図示せず）がその上に取り付けられたハン
ドル（図示せず）を備えてもよい。操舵機構は、長尺状管状部材１２２を通って長さ方向
に延び得る１本以上の操舵ワイヤ又はケーブルに結合され得る。操舵機構を操舵ワイヤ又
はケーブルに対して引張力及び／又は圧縮力を及ぼすように操作することによって、使用
者は、イントロデューサ１０６の遠位端部の偏向を制御し得る。
【００２０】
　アンカ１０８は、組織１０２内に刺さるように構成された第１の端部１３２（図１Ａで
は組織１０２に隣接している）を含み得る。第１の端部１３２は、例えば、先鋭な刺込先
端部を含み得る。アンカ１０８はまた、第１の端部１３２の反対側に第２の端部１３４（
図１Ｂ・図１Ｈで視認可能）を含み得る。第２の端部１３４は、取り付け点として機能し
得る。例えば、第２の端部１３４は、ループ、小穴、フック、又は他の適当な取付要素を
含み得る。
【００２１】
　第１の端部１３２と第２の端部１３４との間のアンカ１０８の中間部分は、収縮状態、
すなわち静止状態と拡張状態、すなわち伸張状態との間を移行し得る。伸張時、アンカ１
０８は、第１の端部１３２と第２の端部１３４とを互いに引き寄せる傾向を有する付勢力
を及ぼし得る。例えば、アンカ１０８の中間部分は、引張コイルばね１３６を含み得る。
【００２２】
　引張コイルばね１３６はまた、付勢力の提供に加えて、機能性も提供し得る。例えば、
引張コイルばね１３６を時計回り方向及び反時計回り方向のうちの一方に回転させること
により、コルク抜きの操作と同様に、第１の端部１３２が組織１０２へより深く刺さるこ
とを容易にし得る。引張コイルばね１３６を時計回り方向及び反時計回り方向のうちの他
方に回転させることにより、第１の端部１３２の組織１０２からの後退を容易にし得る。
これは、使用者に、アンカ１０８の組織１０２内への刺さる深さを制御する能力を提供し
得る。
【００２３】
　アンカ１１０は、アンカ１０８の機構のうちの１つ以上を含み得る。一例において、ア
ンカ１１０は、アンカ１０８と同一であってもよい。しかしながら、アンカ１１０は、ア
ンカ１０８から離間した位置において組織１０２内に配置され得る。以下で詳細に説明す
るように、アンカ１０８，１１０が離間していることにより、アンカ１０８，１１０は、
標的領域１０４に対して異なる牽引のベクトルを与える段階的な引張点として作用し得る
。
【００２４】
　アンカ１１２もまた、アンカ１０８の機構のうちの１つ以上を含み得る。例えば、アン
カ１１２は、（図１Ｃに示すように）標的領域１０４において組織に刺さるように構成さ
れた第１の端部１３８と、第１の端部１３８の反対側の第２の端部１４０と、（図１Ｄ－
図１Ｈに示すように）第１の端部１３８を第２の端部１４０に接続する引張コイルばね１
４２とを含み得る。一例において、アンカ１１２の長さは、アンカ１１０の長さを上回り
得る。標的領域１０４におけるアンカ１１２の刺さる深さは、アンカ１１２を時計回り方
向及び反時計回り方向のいずれかに回転させることにより制御され得る。
【００２５】
　テザー１１４は、ワイヤ、コード、ケーブル、弾性バンド（例えばゴムバンド）、ばね
（例えば、引張コイルばね）、縫合糸、高炭素ばね線、編組又は巻回フィラメント、ステ
ンレス鋼、ニチノール、ばね鋼、ピアノ線、マッスルワイヤ、及び／又は、他の適当な長
尺状部材を含み得る。テザー１１４は、金属、ポリマー、又は金属とポリマーの組み合わ
せであってもよい。テザー１１４の一端は、（図１Ｄ－１Ｈに見られるように）アンカ１
１２の第２の端部１４０に取り付けられ得る。テザー１１４の他端は、クリップ１１６に
取り付けられ得る。クリップ１１６は、基部要素１４４を含み得る。基部要素１４４の一
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端は、係合要素１４６に取り付けられ得る。係合要素１４６はアンカ１０８，１１０の第
２の端部に解放可能に連結されるように構成され得る。テザー１１４は、基部要素１４４
が係合要素１４６と接する場所でクリップ１１６に取り付けられ得る。代替的に、テザー
１１４は、クリップ１１６上のいかなる他の適当な位置でクリップ１１６に取リ付けられ
てもよい。
【００２６】
　基部要素１４４の外表面は、その上に肩部又は隣接部１４８を含み得る。肩部１４８は
、外表面から突出する１つ以上の突起を含み得る。肩部１４８は、以下に記載するように
、アンカ１１２に係合し得る。テザー１１４が引張コイルばねを備える例では、テザー１
１４はアンカ１１２の引張コイルばね１４２と一体であってもよい。
【００２７】
　係合要素１４６に取り付けられた端部とは反対側の基部要素１４４の端部は、孔（図示
せず）を含み得る。孔は、配置器具１１８の先端部分１５０を受け入れ得、クリップ１１
６が先端部分１５０とともに移動し得るように、基部要素１４４内における先端部分１５
０の受け入れを可能にする。図１Ｆは、基部要素１４４に挿入される前における先端部分
１５０を示しており、図１Ｇは、基部要素１４４内に位置する先端部分１５０を示してい
る（先端部分１５０は、基部要素１４４によって隠されている）。配置器具１１８のシャ
フト部分（図示せず）は、器具ルーメンを通って近位に延び得る。使用者は、先端部分１
５０を、それぞれ、イントロデューサ１０６から延出させるため、及びイントロデューサ
１０６内に後退させるため、並びに／又は、他の場合には、先端部分１５０を移動させる
ために、シャフト部分を操作し得る。シャフト部分は、イントロデューサ１０６が使用者
によって偏向された場合に、イントロデューサ１０６とともに偏向するように十分に可撓
性であり得る。
【００２８】
　配置に先立ち、配置器具１１８と、アンカ１０８，１１０，１１２と、テザー１１４と
は、器具ルーメン内に収容され得る。これは、イントロデューサ１０６の遠位端部が標的
領域１０４に向かって進む際に、例えば、アンカ１０８，１１０，１１２が時期尚早に組
織に係合することを防止し得る。器具ルーメン内において、配置器具１１８の先端部分１
５０は、クリップ１１６の基部要素１４４内に受け入れられ得る。アンカ１１２は、クリ
ップ１１６を包囲し得る。アンカ１１２の第２の端部１４０は、肩部１４８に係合し得る
。アンカ１１２の第１の端部１３８は、アンカ１１０の第２の端部に係合し得る。アンカ
１１０の第１の端部は、アンカ１０８の第２の端部１３４に係合し得る。アンカ１０８の
第１の端部１３２はポート１３０から凹んでいてもよい。
【００２９】
　イントロデューサ１０６の遠位端部が標的領域１０４に対して位置決めされたならば、
使用者は、アンカ１０８を組織１０２内に配置することに備えて、イントロデューサ１０
６の遠位端部を偏向させ得る。アンカ１０８の配置は、配置器具１１８を遠位に移動させ
、少なくともアンカ１０８の第１の端部１３２をポート１３０から延出させ、組織１０２
と接触させることを含み得る（図１Ａ）。アンカ１０８の配置はまた、配置器具１１８を
その中央長手軸線の周りで回転させることを含み得る。この回転は、クリップ１１６、ア
ンカ１１２、アンカ１１０及びアンカ１０８を、これらの要素間における係合の連鎖によ
って回転させ得る。アンカ１０８の第１の端部１３２が回転するにつれて、第１の端部１
３２は、組織１０２内に刺さり、引き続き回転させることによって、組織１０２内により
深く入り込み得る。所望の深さにまで刺さると、配置器具１１８とイントロデューサ１０
６とは、アンカ１０８から離れるように移動されて、組織１０２内の適所にアンカ１０８
を残し得る。アンカ１１０は別の位置において同様の方法で組織１０２内に配置され得る
（図１Ｂを参照）。アンカ１１２もまた、同様の方法で標的領域１０４内に配置され得る
（図１Ｃ参照）。
【００３０】
　配置器具１１８と、配置器具１１８に装着されたクリップ１１６の位置決めは、アンカ
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１０８，１１０，１１２を配置し、さらに解放する過程において、一層、遠位に移行し得
る。アンカ１１２が配置される時までには、係合要素１４６は、図１Ｃに示すように、器
具ルーメン及びポート１３０から遠位に延出し得る。アンカ１１２の第１の端部１３８が
標的領域１０４に埋め込まれている状態で、使用者は、イントロデューサ１０６と、配置
器具１１８と、クリップ１１６（その基部要素１４４は、依然として配置器具１１８の先
端部分１５０に装着されていてもよい）とをアンカ１０８に向けて移動させ得る。この動
作は、アンカ１１２及び標的領域１０４を引っ張り得る引張力をテザー１１４上に与え得
る。牽引は、標的領域１０４とアンカ１０８との間に延びるベクトルに沿い得る。上記動
作はまた、アンカ１０８，１１２及び／又はテザー１１４を伸張させ得る。
【００３１】
　アンカ１０８，１１０，１１２、テザー１１４、及びクリップ１１６が配置された状態
で、配置器具１１８は、切断器具１２０の挿入を可能にするために、器具ルーメンから抜
き取られ得る。切断器具１２０は、器具ルーメンを通って遠位に案内され、ポート１３０
から図１Ｅに示される位置まで遠位に延ばされ得る。切断器具１２０は、遠位切断要素１
５４を含み得る。切断要素１５４としては、例えば、ブレード、電気手術電極、発熱要素
、及び／又は、組織１０２を切断することに適した他の要素が挙げられ得る。シャフト１
５６は、切断要素１５４から、器具ルーメンを通って、イントロデューサ１０６の近位端
部まで近位に延び得る。シャフト１５６は、電気手術器又は他の適当な電源に動作可能に
接続されて、組織１０２を切断するためのエネルギーを提供し得る。代替的に、配置器具
１１８は適所に残され、切断器具１２０は、別のルーメンを通って導入されてもよい。
【００３２】
　使用者は、イントロデューサ１０６の遠位端部を左右に振り、（図１Ｅにおいて切断要
素１５４付近の両方向矢印によって示すように）切断要素１５４を牽引された標的領域１
０４の左右に振ることにより、標的領域１０４を除去し得る。突き刺したり、捻ったり、
持ち上げたり、押し下げたりすること等を含む、切断要素１５４の他の動作も実施され得
る。切断要素１５４が標的領域１０４を切断するにつれて、標的領域１０４は、平らな切
除片を形成し得、該平らな切除片は、アンカ１１２、テザー１１４、及び／又はアンカ１
０８に作用する張力及び／又は付勢力によって、アンカ１０８に向かって引っ張られ得る
。これは、標的領域１０４に作用する牽引力の低下をもたらし得る。牽引力を増大するた
めに、使用者は器具ルーメンから切断器具１２０を抜き取り得る。使用者は、器具ルーメ
ンに配置器具１１８を再導入し、先端部分１５０が図１Ｆに示すように再度ポート１３０
から遠位に延出するまで、配置器具１１８を操縦し得る。先端部分１５０は、クリップ１
１６の基部要素１４４に再進入し得る。先端部分１５０は、イントロデューサ１０６の支
援により、アンカ１０８の第２の端部１３４から係合要素１４６を解放するようにクリッ
プ１１６を移動させ得る。次に、先端部分１５０及びイントロデューサ１０６は、図１Ｇ
に見られるように、係合要素１４６をアンカ１１０の第２の端部と係合させるようにクリ
ップ１１６を移動させ得る。この動作は、アンカ１１２を引っ張り得るテザー１１４に対
して引張力を与え、それにより標的領域１０４をさらに牽引し得る。上記牽引は、標的領
域１０４とアンカ１１０との間に延びるベクトルに沿い得る。クリップ１１６のアンカ１
１０への移動はまた、アンカ１１０，１１２及び／又はテザー１１４を伸張させ得る。
【００３３】
　配置器具１１８は、切断器具１２０のための空間を空けるために、器具ルーメンから再
度抜き取られ得る。使用者は、図１Ｈに示すように、切断器具１２０を用いて、牽引され
た標的領域１０４の切断を続け得る。代替的に、配置器具１１８と切断器具１２０は、イ
ントロデューサ１０６の異なるルーメンに配置され得れば、一方を他方と入れ替えるため
に抜き取る必要はない。アンカ１０８，１１０と共に付加的なアンカを組織１０２内に配
置して、使用者が切断を支援するために標的領域１０４をさらに牽引することを可能にし
てもよいことが理解されるはずである。標的領域１０４が除去されるまで、上述した工程
段階が繰り返され得る。
【００３４】
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　図２は、標的領域又は病変２０４における組織２０２を牽引するための別のシステム２
００を示す。システム１００と同様に、システム２００は、イントロデューサ２０６と、
切断器具２２０と、段階的な引張地点として作用するために組織２０２に埋め込むための
アンカ２０８，２１０と、標的領域２０４に埋め込むためのアンカ２１２と、アンカ２１
２をアンカ２０８，２１０に連結するためのテザー２１４と、アンカ２０８，２１０に係
合するためのテザー２１４の端部に位置するクリップ２１６とを含み得る。
【００３５】
　システム２００は、様々な形でシステム１００とは異なっていてもよい。例えば、アン
カ２０８は、第１の端部に取り付けられた留め具（図示せず）を有する基部要素２４４を
含み得る。留め具は、アンカ２０８を組織２０２に固定するために組織２０２内に埋め込
まれ得る。留め具は、例えば、アンカ１０８と同等のらせん状の刺込端部を含んでもよい
。係合要素２３４は、基部要素２４４の第２の端部に取り付けられ得る。係合要素２３４
は、ループ又は小穴を含み得る。アンカ２１０は、アンカ２０８と同等であるか、又は同
一であってもよい。
【００３６】
　アンカ２１２は、第１の端部において留め具２３８を有するとともに、第２の端部２４
０においてテザー２１４を有する基部要素２４２を含み得る。留め具２３８は、例えば、
顎部によって形成された把持要素を含み得る。顎部は、組織を受け入れるための開放位置
と受入れた組織を把持するための閉鎖位置との間を移行し得ることが想定される。アンカ
２０８，２１０の留め具もまた留め具２３８と同等であり得る。任意の適当な配置器具（
図示せず）は、顎部を開放位置と閉鎖位置との間で作動させるように構成され得る。例示
的な配置器具については、以下に記載する。代替的に、イントロデューサ２０６から、ア
ンカ２０８，２１０，２１２とテザー２１４とクリップ２１６とを配置するために、シス
テム１００の配置器具１１８と同等の配置器具が用いられてもよい。
【００３７】
　テザー２１４の第１の端部は、アンカ２１２の第２の端部２４０に取り付けられ得る。
テザー２１４の第２の端部はクリップ２１６に取り付けられ得る。クリップ２１６は、ク
リップ２１６をアンカ２０８に取り付けるためにアンカ２０８の係合要素２３４（及びア
ンカ２１０の係合要素）内に収容されるように構成された係合要素２４６を含み得る。ク
リップ２１６はまた、切断器具２２０を受け入れるように構成された開口部又は小穴２５
８を含み得る。
【００３８】
　イントロデューサ２０６の器具ルーメン内から、アンカ２０８，２１０，２１２と、テ
ザー２１４と、及びクリップ２１６を配置するために、任意の適当な配置器具が用いられ
得る。アンカ２０８，２１０，２１２と、テザー２１４と、クリップ２１６が配置される
とともに、配置器具が器具ルーメンから抜き取られた状態で、切断器具１２０が器具ルー
メンを通って遠位に案内され、イントロデューサ２０６から遠位に延出され得る。代替的
に、配置器具と切断器具１２０とは、イントロデューサ２０６の異なるルーメンをふさぎ
得れば、一方を他方と入れ替えるために抜き取る必要はない。
【００３９】
　使用者は、切断器具２２０の遠位端部をクリップ２１６の開口部２５８に挿入し得る。
使用者は、イントロデューサ２０６と切断器具２２０とを移動させ、クリップ２１６をア
ンカ２０８に向けて引っ張り得る（図２に破線で図示）。使用者は、クリップ２１６の係
合要素２４６をアンカ２０８の係合要素２３４に取り付け得る。これらの動作は、アンカ
２１２を引っ張り得るテザー２１４に対して引張力を与え、それにより標的領域２０４を
牽引し得る。該牽引は、標的領域２０４とアンカ２０８との間に延びるベクトルに沿い得
る。上記動作はまた、テザー２１４を伸張させ得る。
【００４０】
　標的領域２０４が牽引された状態で、使用者は、牽引された標的領域２０４の左右に切
断器具２２０の切断要素２５４を振り得る。切断要素２５４が標的領域２０４を切断する
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につれて、標的領域２０４は、テザー１１４における張力及び／又は付勢力によって、ア
ンカ２０８に向かって引っ張られ得る平らな切除片を形成し得る。これは、標的領域２０
４に対する牽引力の低下をもたらし得る。牽引力を増大するために、使用者は、切断器具
２２０をクリップ２１６の開口部２５８に再挿入し得る。使用者は、切断器具２２０及び
イントロデューサ２０６を用いて、クリップ２１６を移動させ、係合要素２４６をアンカ
１０８の係合要素２３４から解放し得る。次に、切断器具２２０は、係合要素２４６をア
ンカ２１０の係合要素と係合させるように、クリップ２１６を移動させ得る（図２に実線
で図示）。この動作は、アンカ２１２を引っ張り得るテザー２１４に対して引張力を与え
、それにより標的領域２０４をさらに牽引し得る。該牽引は、標的領域２０４とアンカ２
１０との間に延びるベクトルに沿い得る。上記動作はまた、テザー２１４を伸張させ得る
。
【００４１】
　使用者は、切断器具２２０を用いて、さらに牽引された標的領域２０４を切断し得る。
アンカ２０８，２１０と共に付加的なアンカを組織２０２内に配置して、上述のステップ
を実施することにより、使用者が切断を支援するために標的領域２０４をさらに牽引する
ことを可能にしてもよいことが理解されるはずである。上述したプロセスは標的領域２０
４が除去されるまで繰り返され得る。
【００４２】
　システム２００の諸態様は、システム１００の諸態様と相互に置き換え可能であること
が理解されるはずである。例えば、システム２００のアンカ２０８，２１０，２１２と、
テザー２１４と、クリップ２１６のうちの１つ以上は、システム１００のアンカ１０８，
１１０，１１２と、テザー１１４と、クリップ１１６に置き換えて用いられてもよい。反
対も考えられる。例えば、システム１００のアンカ１０８，１１０，１１２と、テザー１
１４と、クリップ１１６のうちの１つ以上は、システム２００のアンカ２０８，２１０，
２１２と、テザー２１３と、クリップ２１６に置き換えて用いられてもよい。
【００４３】
　図３Ａ－図３Ｉは、組織を牽引するための別のシステム３００を示す。図３Ａ－図３Ｅ
は、対象者において使用中のシステム３００を示す。図３Ｆ－図３Ｉは、システム３００
の特定の態様をより明瞭に示すために使用されているシステム３００の一部を示す。シス
テム３００は、段階的な引張点として作用するようにアンカ３０８，３１０を組織３０２
内に配置するためのイントロデューサ３０６（イントロデューサ１０６と同等）を含み得
る。配置される前に、アンカ３０８，３１０は、ホルダ３６２のルーメン３６０（図３Ｆ
－図３Ｉに示されているルーメン）内に収容され得る。使用者が、イントロデューサ３０
６を標的領域へ操縦する間においてホルダ３６２を器具ルーメン内に後退させるとともに
、同使用者が、アンカ３０８，３１０を組織３０２に配置することを容易にするべく、ホ
ルダ３６２をイントロデューサ３０６の遠位端部から延出させ得るように、ホルダ３６２
は、イントロデューサ３０６の器具ルーメン（図示せず）内において摺動可能であり得る
。アンカ３０８，３１０は、ルーメン３６０内に位置する間、ルーメン３６０を形成する
ホルダ３６２の表面によって拘束され得る（図３Ｆ－図３Ｉを参照）。例えば、アンカ３
０８，３１０は、ホルダ３６２の内表面によって、直線形態に保持されてもよい。
【００４４】
　アンカ３０８，３１０は、ルーメン３６０内において直列に配置され得る。アンカ３０
８の第１の端部３３２は、ホルダ３６２の遠位端部に向かって延び得る。アンカ３０８の
第２の端部３３４は、図３Ｈに見られるように、アンカ３１０の第１の端部に係合し得る
。一例において、アンカ３０８は、当該アンカ３０８とアンカ３１０とが易壊性部分によ
って接続されて、アンカ３１０と一体であってもよい。代替的に、アンカ３０８，３１０
は、当該アンカ３０８の第２の端部３３４が当該アンカ３１０の第１の端部と隣接した別
部材であってもよい。
【００４５】
　アンカ３１０の第２の端部は、プッシャ又はプランジャ３６４の遠位端部に係合し得る
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。使用者は、プッシャ３６４を遠位に移動させ、ルーメン３６０を通ってアンカ３０８，
３１０を遠位に押し得る。引き続き遠位方向に移動させることにより、プッシャ３６４は
、アンカ３０８の第１の端部３３２をホルダ３６２から延出させ得る。第１の端部３３２
は、組織３０２に刺さり得る（図３Ａ、図３Ｂ及び図３Ｆを参照）。アンカ３０８のより
多くがホルダから延出するにつれて、アンカ３０８の露出部分は、その非拘束姿勢に戻り
始め得る（図３Ｃ、図３Ｇ及び図３Ｈを参照）。非拘束姿勢は、例えば、図３Ｄ、図３Ｅ
、及び図３Ｉに示すループ構成、又は代替的に、三角形、フック、ステープル、又は任意
の他の適当な形状を含んでもよい。アンカ３０８は、ワイヤ、ステンレス鋼、ニチノール
、高炭素ばね鋼、形状記憶材料を含むポリマー材料、及び／又は生体吸収性材料を含む任
意の適当な材料から製造され得る。アンカ３０８は、ホルダ３６２から解放されると、ア
ンカ３１０から分離して、組織３０２上に残存し得る（図３Ｄ及び図３Ｉを参照）。アン
カ３１０の第１の端部は、ホルダ３６２から延出し得、該配置プロセスは、アンカ３１０
をアンカ３０８から離間した位置に配置するために繰り返され得る（図３Ｅ及び３Ｉ）。
２つのアンカ３０８，３１０が示されているが、使用者が何段階の引張点を設定したいか
に応じて、いかなる数のアンカがホルダ３６２内に収容されてもよいことが理解されるは
ずである。
【００４６】
　図４は、別のホルダ４６２を示す。ホルダ４６２は、アンカ４０８，４１０が任意の付
加的なアンカと共に積層され得ること以外は、システム３００のホルダ３６２と同等であ
り得る。アンカ４０８，４１０は、アンカ３０８，３１０のように端と端とが接して配置
される代わりに、部分的に重なり合い得る。ホルダ４６２のルーメン４６０は、積層され
たアンカ４０８，４１０を収容するために、ホルダ３６２のルーメン３６０より幅広であ
り得る。システム３００のプランジャ、すなわちプッシャ３６４と、該プッシャと同等の
プランジャ、すなわちプッシャ４６４とは、アンカ４０８の近位端部４３４を遠位に押し
て、アンカ４０８を組織に配置し得る。次に、プランジャ４６４は、アンカ４１０を配置
する準備として、後退してアンカ４１０の近位端部に係合するように移動し得る。このプ
ロセスを繰り返して、ホルダ４６２内のアンカをすべて配置する。
【００４７】
　図５は、ホルダ５６２を示す。ホルダ５６２は、システム３００，４００のホルダ３６
２，４６２にそれぞれ同等であり得る。ホルダ５６２において、アンカ５０８，５１０は
、他のアンカと共に、ルーメン又はチャンバ５６０内において束構成に並んで配置され得
る。システム３００，４００のプランジャ、すなわちプッシャ３６４，４６４にそれぞれ
同等のプランジャ、すなわちプッシャ５６４は、アンカの近位端部を一つずつ遠位に押し
て、アンカを組織に配置し得る。配置動作と配置動作との間に、プランジャ５６４は、次
のアンカの配置の準備として、後退させられて次のアンカの近位端部に配置され得る。
【００４８】
　図６は、３つの列６７０，６７２，６７４を有する配列、すなわちテーブル６６８を示
す。列６７０は、例えば、尖端を有する片フック６７３と、顎部を備えた把持要素６７４
と、尖端を備えたマルチフックアセンブリ６７６と、磁石６７８と、面ファスナの第１の
半部６８０と、球根状端部を備えたフック６８２と、ループ６８４とを含む様々な種類の
係合要素を示す。クリップ１１６，２１６の係合要素１４６，２４６の代わりに、それぞ
れ、列６７０内の係合部材のうちのいずれかをシステム１００，２００において用いても
よい。
【００４９】
　列６７２は、列６７０の係合要素に係合する様々な種類の係合要素を示す。列６７２は
、例えば、ループ、すなわち小穴６８６（片フック６７３、把持要素６７４、及びマルチ
フックアセンブリ６７６に付着するように構成されている）と、磁石６８８（磁石６７８
を引きつけて、それに付着するように構成されている）と、面ファスナの第２の後半部６
９０（前半部６８０に付着するように構成されている）と、角度をなしたフック６９２（
フック６８２及びループ６８４に付着するように構成されている）とを含む。
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【００５０】
　列６７４は、物体を組織に締結するために用いられ得る様々な種類の留め具を示してお
り、留め具は、例えば、Ｔ－タグ６９４、鋭い先端部を備えたコイル６９６、リング要素
６９８、及び自己拡張型フックアセンブリ６９９を含む。列６７４の留め具のうちのいず
れも、列６７２の係合要素のうちのいずれかとともに用いられて、列６７２の係合要素を
組織に締結し得る。列６７４からの留め具と列６７２からの係合要素とのアセンブリは、
システム１００，２００，３００において、それぞれアンカ１０８，１１０，２０８，２
１０，３０８，３１０として用いられてもよい。また、列６７４の留め具のいずれもシス
テム１００，２００において、アンカ１１２，２１２を標的領域１０４，２０４にそれぞ
れ締結するために用いられ得ることも想定される。テーブル６６８の一覧は、例示的な態
様を示しており、すべての可能性を網羅した一覧ではない。例えば、システム１００，２
００，３００の係合要素及び／又は留め具のうちのいずれもテーブル６６８の一部をなし
得る。
【００５１】
　図７Ａ－７Ｃは、組織７０２を牽引するためのシステム７００を示す。組織７０２は、
例えば、病変を有する領域のように除去の標的とされる領域７０４を含み得る。システム
７００は、組織７０２へのアクセスを提供するためのイントロデューサ７０６を含み得る
。イントロデューサ７０６は、アンカ７０８，７１２を標的領域７０４に対向又は他の場
合には対面した組織７０２の一部と、標的領域７０４自体とにそれぞれ係合するように配
置し得る。
【００５２】
　図７Ａは、イントロデューサ７０６の遠位端部の標的領域７０４への操縦を容易にする
ための送出姿勢にあるシステム７００を示す。アンカ７０８，７１２は、ホルダ７６２内
に収容され得る。配置器具７１８もホルダ７６２内に収容され得る。配置器具７１８を遠
位に移動させることによって、使用者は、アンカ７０８，７１２を遠位に押して、アンカ
７０８，７１２を配置し得る。図７Ｂは、配置の間に、イントロデューサ７０６から遠位
に延びているホルダ７６２と、ホルダ７６２から遠位に押し出されているアンカ７１２と
を示す。アンカ７１２が（図７Ｂ中に見られたように）ホルダ７６２から退出するにつれ
て、ホルダ７６２の遠位端部は、アンカ７１２を開姿勢に移行させ得る。開放したアンカ
７１２は、標的領域７０４を受け入れ得る。アンカ７１２がホルダ７６２から分離すると
、アンカ７１２は、標的領域７０４上で閉じ、それにより標的領域７０４を把持し得る。
テザー７１４は、一端においてアンカ７１２に結合され、他端においてアンカ７０８に結
合され得る。
【００５３】
　アンカ７１２が標的領域７０４を把持した状態で、使用者は、標的領域７０４に臨み得
る組織、また、別の場合には、標的領域７０４に対向し得る組織７０２の一部に向かって
ホルダ７６２とクリップ７０８とを移動させるように、イントロデューサ７０６を偏向さ
せ得る。使用者は、配置器具７１８を用いて、アンカ７０８をホルダ７６２から押し出し
て、アンカ７０８に組織７０２を把持させ得る。これらの動作は、アンカ７１２を引っ張
り得るテザー７１４に対して引張力を与え、それにより図７Ｃに示すように標的領域７０
４を牽引し得る。該牽引は、標的領域７０４とアンカ７１２との間に延びるベクトルに沿
い得る。上記動作はまた、テザー７１４を伸張させ得る。
【００５４】
　切断器具７２０は、牽引された標的領域７０４を切断するために用いられ得る。切断に
よってテザー７１４に緩みを生じ、標的領域７０４に影響を与える場合には、例えば、配
置器具７１８を用いてアンカ７０８を組織７０２から外し、アンカ７０８を再位置決めし
、次いでアンカ７０８が組織７０２の別の部分に係合し得るようにアンカ７０８を解放す
ることによって、アンカ７０８の位置を調整し得る。この調整は、標的領域７０４に対し
て異なる牽引のベクトル（例えば牽引の方向及び／又は大きさ）を用いる能力を使用者に
提供し得る。この牽引のベクトルに対する制御は、標的領域７０４を除去するべく、使用
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者が切断動作を案内するために、切断器具７２０とともに使用者が用いる切断具を露出さ
せ、かつ／又は可視化する改善された能力を使用者に提供し得る。
【００５５】
　イントロデューサ７０６は、例えば、システム１００のイントロデューサ１０６と同等
であり得る。イントロデューサ７０６は、器具ルーメン７０１を含み得る。器具ルーメン
７０１は、図７Ａの破断図において視認可能であり、またイントロデューサ７０６の一部
が内部の幾何学的機構を示すために透明になっている図７Ｂにおいても視認可能である。
物質を照明するため、撮像するため、かつ／又は移動させるための他のルーメン（図示せ
ず）が含まれ得ることが想定される。
【００５６】
　使用者が、イントロデューサ７０６を標的領域７０４へ操縦する間においてホルダ７６
２を器具ルーメン７０１内に後退させるとともに、同使用者が、アンカ７０８，７１０を
組織７０２に配置することを容易にするべく、ホルダ７６２をイントロデューサ７０６の
遠位端部から延出させ得るように、ホルダ７６２は、イントロデューサ７０６の器具ルー
メン７０１内で摺動可能であり得る。ホルダ７０２は、近位部分７０３及び遠位部分７０
５を有し得る。ルーメン７６０は、近位部分及び遠位部分７０３，７０５を通って延び得
る。近位部分７０３は、遠位部分７０５より幅広であり得る。追加的に又は代替的に、近
位部分７０３の内径は、遠位部分７０５の内径より大きくてよい。よって、ルーメン７６
０は遠位部分７０５においてよりも近位部分７０３においてより幅広であり得る。近位部
分７０３から遠位部分７０５への移行は、ホルダ７０２及びルーメン７６０が繋ぎ部分に
おいてテーパーをなし得るように、緩やかであり得る。
【００５７】
　アンカ７０８は、顎部７０７，７０９によって形成された把持要素のように、組織７０
２に締結される留め具７３８を含み得る。顎部７０７，７０９は、支点７１１において互
いに揺動可能に取り付けられ得る。ねじりばね部材等の付勢要素７１３は顎部７０７，７
０９に係合して顎部７０７，７０９を閉姿勢に付勢し得る。顎部７０７，７０９が閉姿勢
に移行するにつれて、アンカ７０８の第１の端部７３２における顎部７０７，７０９の遠
位先端部は、互いに向かって移動し得る。妨げられていない場合には、顎部７０７，７０
９の遠位先端部は、互いに接触するように移動し得る。支点７１１の反対側のアンカ７０
８の第２の端部７３４では、顎部７０７，７０９が閉姿勢に移行するにつれて、顎部７０
７，７０９の近位先端部は、互いに離れるように移動し得る。顎部７０７，７０９が（例
えば付勢要素７１３により及ぼされる付勢する力に抗して）開姿勢に移行するにつれて、
第２の端部７３４における顎部７０７，７０９の近位先端部は、互いに向かって移動し、
かつ第１の端部７３２における遠位先端部７０７，７０９は、互いに離れるように移動し
得る。顎部７０７，７０９の１つ以上に対して顎部７０７，７０９の近位先端部又はその
付近において力を及ぼすことにより、顎部７０７，７０９は、開姿勢に移行され、顎部７
０７，７０９が組織７０２を受け入れることが可能となり得る。顎部７０７，７０９への
力を除去することで、顎部７０７，７０９は、閉姿勢に移行して組織７０２に締結するこ
とが可能となり得る。傾斜した突起、湾曲した突起、傾斜部等の突出部７１５，７１７を
顎部７０７，７０９の近位先端部に設けて、以下に記載するように、顎部７０７，７０９
の開姿勢への移行を容易にしてもよい。アンカ７１２は、アンカ７０８と同等であり得る
。アンカ７０８，７１２は、テザー７１４によって接続され得る。
【００５８】
　配置に先立ち、アンカ７０８，７１２は、ホルダ７６２の近位部分７０３のルーメン７
６０内に直列に配置され得る。アンカ７０８の第１の端部７３２は、ホルダ７６２の遠位
端部に向かって延び、アンカ７１２の第２の端部（例えば近位端部）に係合し得る。アン
カ７０８の第２の端部７３４は、配置器具７１８の遠位端部に係合し得る。近位部分７０
３のルーメン７６０は、アンカ７０８，７１２がそれらの閉姿勢となり得るような大きさ
であり得る。代替的に、ルーメン７６０は、例えばホルダ７６２の内表面と突出部７１５
，７１７との間の係合によりアンカ７０８，７１２が部分的に開放した形態となり得るよ
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うな大きさであってもよい。テザー７１４は、アンカ７０８，７１２と並んでルーメン７
６０内に収容され得る。代替的に、アンカ７０８，７１２の１つ以上は、ルーメン７６０
内において端と端を接して反転していてもよい。
【００５９】
　イントロデューサ７０６を標的領域７０４又はその付近に位置した状態で、使用者は、
配置器具７１８を遠位に移動させ、アンカ７０８，７１２をホルダ７６２の近位部分７０
３からルーメン７６０を通って遠位部分７０５まで押し得る。引き続き遠位方向に移動さ
せることにより、配置器具７１８は、アンカ７１２をホルダ７６２から押し出し始め得る
。アンカ７１２の第２の端部がホルダ７６２の近位部分７０３と遠位部分７０５との間の
繋ぎ部分に到達すると、遠位部分７０５では、ホルダ７６２の幅が狭くなっているために
、アンカ７１２上の突出部は、ホルダ７６２の内表面に係合し得る。この係合は、アンカ
７１２の顎部の近位先端部に圧縮力を及ぼし、それにより顎部の遠位先端部を互いに離れ
るように移動させて（図７Ｂ）、標的領域７０４を受け入れ得る。引き続き配置器具７１
８を遠位方向に移動させることにより、アンカ７１２は、ホルダ７６２から完全に外に移
動され得る。アンカ７１２の突出部がホルダ７６２から係合解除すると、アンカ７１２の
付勢要素は、アンカ７１２の顎部を閉姿勢に押し付け、それにより顎部を標的領域７０４
に締結し得る。これらのステップにより、アンカ７１２（及びアンカ７０８）は、ホルダ
７６２とのその相互作用により、配置の過程において自動的に開閉し得る。
【００６０】
　使用者は、標的領域７０４に対向する組織、また別の場合には、標的領域７０４に臨む
組織７０２上の位置にイントロデューサ７０６を移動させ得る。（まだホルダ７０６内に
位置する）アンカ７０８とアンカ７１２との間のテザー７１４を介した接続により、この
動作は、標的領域７０４を牽引し得る。所望の牽引のベクトルが得られた状態で、使用者
は、アンカ７１２が標的領域７０４上に配置された方法と同様の方法で、アンカ７０８を
組織７０２上に配置して、牽引のベクトルを固定し得る（図７Ｃを参照）。次に、使用者
は、ホルダ７６２を器具ルーメン７６０から除去し得る。
【００６１】
　標的領域７０４が牽引された状態で、使用者は切断器具７２０（この開示における前述
の切断器具のうちのいずれかと同等であってもよい）によって標的領域７０４を切断し得
る。切断中、標的領域７０４は、テザー７１４における張力及び／又は付勢力によってア
ンカ７０８に向かって引っ張られ得る平らな切除片を形成し得る。これは、標的領域７０
４に対する牽引力の低下をもたらし得る。牽引力を増大するために、使用者は、切断器具
７２０を抜き取り、配置器具７１８を再導入し得る。使用者は、配置器具７１８をイント
ロデューサ７０６から延出させ得る。配置器具７１８は、鉗子顎部等の把持要素７１９を
含み得る。使用者は、顎部７０７，７０９の近位先端部に圧縮力を及ぼして、アンカ７０
８を開姿勢に移行させ、その結果、組織７０２は解放され得る。配置器具７１８及び／又
はイントロデューサ７０６は、標的領域７０４に対して異なる牽引力を及ぼし得る組織７
０２上の別の位置にアンカ７０８を移動させ得る。次に、使用者は、標的領域７０４の切
断に戻り得る。このプロセスは、標的領域７０４が除去されるまで繰り返され得る。
【００６２】
　他の変形例が考えられる。例えば、複数のテザー７１４が用いられてもよい。テザー７
１４の各々は、それらの第１の端部において同一のアンカ７１２に結合されてもよい。テ
ザー７１４の各々は、それらの第２の端部においてそれら自身のアンカ７０８を有しても
よい。テザー・アンカの組み合わせの各々は、組織７０２の異なる場所に取り付けられて
もよく、よって標的領域７０４に対して異なるベクトルを有する複数の牽引力を与える。
【００６３】
　代替的に、複数のアンカ・テザー・アンカアセンブリ（例えば、アンカ７０８、テザー
７１３及びアンカ７１２のアセンブリと同等）が標的領域７０４を牽引するために用いら
れてもよい。例えば、１つのアンカ・テザー・アンカアセンブリは、第１の切断過程の間
に標的領域７０４を最初に牽引するために用いられ得る。そのようなアンカ・テザー・ア
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ンカアセンブリに緩みが生じ、所望の量及び／又は方向の牽引が提供されていない場合に
は、牽引の量を増やすため、及び／又は牽引の方向を変えるために、別のアンカ・テザー
・アンカアセンブリを配置してもよい。上記のアンカ・テザー・アンカアセンブリは、同
一であってもよいし、又は１つ以上の相違を有していてもよい。例えば、１つは、短尺テ
ザー、異なるテザー構造、及び／又は異なる種類のアンカを有してもよい。
【００６４】
　代替的に、テザー７１４は、省略されてもよい。アンカ７０８，７１０は、必ずしも組
織牽引に用いられずに、組織に係合するために互いに離れて配置されてもよい。例えば、
アンカ７０８，７１０は、組織内の開口部を閉じるため、組織を位置決めするため、血管
を挟むため、又は他の適当な作業を行うためのクリップとして用いられてもよい。
【００６５】
　図８及び図９は、アンカ８０８，９０８を示す。アンカ８０８，９０８は、いずれもシ
ステム７００のアンカ７０８，７１２の代わりに用いられ得る。アンカ８０８，９０８は
、それぞれ８の字を形成する、一体顎部８０７，８０９と、一体顎部９０７，９０９とを
それぞれ含み得る。
【００６６】
　アンカ８０８に関して、付勢要素８１３は、アンカ８０８の近位部分の対向する表面に
係合し得る。付勢要素８１３は、例えば、圧縮ばねを含み得る。図８において、付勢要素
８１３は、圧縮力がアンカ８０８の近位部分に及ぼされている場合に付勢要素８１３がど
のように見えるかを示す、部分圧縮状態で図示されている。力が及ぼされていない場合に
は、顎部８０７，８０９の遠位先端部は、互いに向かって移動し、かつ／又は係合するよ
うに移動し得る。
【００６７】
　アンカ９０８に関して、付勢要素９１３は、アンカ９０８の遠位部分の対向する表面に
係合し得る。付勢要素９１３は、例えば、引張ばねを含み得る。図９において、付勢要素
９１３は、圧縮力がアンカ９０８の近位部分に及ぼされているときに付勢要素９１３がど
のように見えるかを示す部分伸張状態で図示されている。力が及ぼされていない場合には
、顎部９０７，９０９の遠位先端部は、互いに向かって移動し、かつ／又は係合するよう
に移動し得る。
【００６８】
　図１０は、ホルダ１０６２の遠位端面を示す。ホルダ１０６２内には、ルーメン１０６
０が示される。ホルダ１０６２は、その遠位端部において異なる内径を有する複数の内表
面領域を含み得る。例えば、ホルダ１０６２の内表面は、対向領域１０２３，１０２５を
含み得る。対向領域１０２３，１０２５は、ホルダ１０６２の中央長手軸線から等しく離
間され得る。ホルダ１０６２の内表面はまた、対向領域１０２７，１０２９を含み得る。
対向領域１０２７，１０２９は、ホルダ１０６２の中央長手軸線に向かって徐々に傾斜し
得る。ホルダ１０６２の内表面はまた、対向領域１０３１，１０３３を含み得る。対向領
域１０３１，１０３３は、対向領域１０２３、隣接する対向領域１０２９間の繋ぎと、対
向領域１０２５、隣接する対向領域１０２７間の繋ぎとを提供し得る。対向領域１０３１
，１０３３は、ほぼ同一平面上にあってもよく、かつ／又はホルダ１０６２の内表面の直
線部分であってもよい。対向領域１０２３，１０２５、対向領域１０２７，１０２９、対
向領域１０３１，１０３３を有するホルダ１０６２の内表面の部分は、ホルダ１０６２の
遠位部分のみであり得る。ホルダ１０６２の近位部分の内表面は、円形であり得るととも
に、対向領域１０２３，１０２５の間に画定される内径と同等の内径を有し得る。
【００６９】
　ホルダ１０６２は、システム７００におけるホルダ７６２の代わりに用いられてもよい
。アンカ７０８，７１２，８０８，９０８のいずれもルーメン１０６０内に配置され得る
。ホルダ１０６２の内表面の領域は、アンカに係合し得る。例としてアンカ７０８を用い
ると、アンカ７０８は、ホルダ１０６２の近位部分においてルーメン１０６０内に配置さ
れ得る。アンカ７０８は、ホルダ１０６２の近位部分におけるルーメン１０６０の幅に応
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じて、その閉姿勢にあってもよいし、又はその閉姿勢に近い状態であってもよい。配置器
具７１８は、アンカ７０８を遠位に移動させ、顎部７０７，７０９の遠位部分をホルダ１
０６２から延出させるとともに、顎部７０７，７０９の近位部分を対向領域１０２３，１
０２５と係合させ得る。使用者は、ホルダ１０６２をアンカ７０８に対して時計回りに回
転させ、顎部７０７，７０９の近位部分を対向領域１０２７，１０２９と係合させ得る。
対向領域１０２７，１０２９の直径方向に対向する部分の間の距離が短くなるため、ホル
ダ１０６２を引き続き時計回りに回転させることにより、顎部７０７，７０９の近位部分
は圧縮され得る。顎部７０７，７０９の近位部分が対向領域１０３１，１０３３に接近す
る所で、アンカ７０８は、開姿勢に達し得る。開放した顎部７０７，７０９は、組織（図
示せず）を受け入れ得る。ホルダ１０６２を引き続き時計回りに回転させることにより、
顎部７０７，７０９の近位部分は、対向領域１０２７，１０２９から引き離され、付勢要
素７１３によって顎部７０７，７０９に及ぼされる付勢力により、対向領域１０３１，１
０３３に沿って半径方向外側に移動し得る。アンカ７０８は、その閉姿勢に戻ることによ
って、顎部７０７，７０９を組織上に固定し得る。アンカ７１２，８０８，９０８のいず
れも同様の方法でホルダ１０６２から配置されてもよい。
【００７０】
　図１１は、ホルダ７６２と同等のホルダ１１６２を示す。例えば、ホルダ１１６２は、
近位部分１１０３と、遠位部分１１０５と、ルーメン１１６０とを含んでもよく、ルーメ
ン１１６０の幅は、遠位部分１１０５においてよりも近位部分１１０３においてより大き
い。図面では、ホルダ１１６２の内部とその中に収容されたアンカ（例えばアンカ１１０
８，１１１２，１１２１）とを露出させるために、ホルダ１１６２の一部が切り取られて
いる。アンカ１１０８，１１１０，１１２１は、アンカ７０８，７１２と同等であり得る
。例えば、アンカ１１０８は、支点１１１１のまわりを揺動する顎部１１０７，１１０９
を含み得る。また顎部１１０７，１１０９は付勢要素１１１３（例えば、ねじりばね）に
よって閉姿勢に向けて付勢され得る。閉姿勢では、顎部１１０７，１１０９の遠位先端部
は接触していてもよいし、又は顎部１１０７，１１０９の間の組織に対して圧縮力を及ぼ
してもよい。顎部１１０７，１１０９の近位先端部に圧縮力を及ぼすことで、付勢要素１
１１３によって及ぼされる付勢力に打ち勝つことによって、顎部１１０７，１１０９は、
開姿勢に移行され得る。アンカ１１１２、１１２１は、アンカ１１０８と同等であり得る
。
【００７１】
　ホルダ１１６２から送出して配置することに先立ち、アンカ１１０８，１１１２，１１
２１は、アンカ１１２１の顎部の遠位先端部が、アンカ１１０８の顎部１１０７，１１０
９の近位先端部を挟み込んだ状態で、端と端を接して構成され得る。同様に、アンカ１１
０８の顎部１１０７，１１０９の遠位先端部は、アンカ１１１２の顎部の近位先端部に挟
み得る。
【００７２】
　配置の間、配置器具（図示しないが、配置器具７１８と同等）は、ルーメン１１６０を
通ってアンカ１１０８，１１１２，１１２１を遠位に押し出すために用いられ得る。アン
カ１１１２は、ホルダ１１６２の遠位端部から退出し始め得る。アンカ１１０８の顎部１
１０７，１１０９の遠位先端部がホルダ１１６２の近位部分１１０３と遠位部分１１０５
との間の繋ぎ部分に到達すると、ホルダ１１６２の直径が小さくなることにより、ホルダ
１１６２の内表面がアンカ１１０８の顎部１１０７，１１０９の遠位先端部に圧縮力を及
ぼすようになり得る。この圧縮力は、アンカ１１１２の顎部の近位先端部に作用し、それ
によりアンカ１１１２をその開姿勢に移行させ得る。アンカ１１１２は、その顎部の間に
組織を受け入れ得る。
【００７３】
　配置器具がアンカ１１０８，１１１２，１１２１をさらに遠位に押すにつれて、アンカ
１１０８の顎部の近位先端部は、ホルダ１１６２の近位部分１１０３と遠位部分１１０５
との間の繋ぎ部分においてホルダ１１６２（及びアンカ１１２１の顎部の遠位先端部）に
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よって圧縮され得る。アンカ１１０８は、アンカ１１１２を解放し、アンカ１１１２がそ
の閉姿勢に移行して組織に締結することを可能にし得る。その後アンカ１１０８は、組織
を受け入れるための準備が整い得る。このプロセスは、付加的なアンカを配置するために
繰り返されてもよい。３つのアンカが示されているが、任意の適当な数のアンカがホルダ
１１６２内に含まれ得ることが理解されるはずである。配置された後、配置器具は、アン
カ１１０８，１１１２，１１２１の顎部のうちのいずれかの近位先端部に圧縮力を及ぼし
て、組織が解放されるようにアンカを開姿勢に移行させるために用いられ得る。配置器具
１１１８及び／又はイントロデューサ１１０６は、アンカ１１０８，１１１２，１１２１
のうちのいずれかを他の場所へ移動させてもよい。
【００７４】
　アンカ１１０８，１１１２，１１２１は、テザーでつながれることなく配置されて、必
ずしも組織を牽引するために協働せずに、組織に係合してもよいことが想定される。例え
ば、アンカ１１０８，１１１２，１１２１は、組織内の開口部を閉じるため、組織を位置
決めするため、血管を挟むため、又は他の適当な作業を行うためのクリップとして用いら
れてもよい。代替的に、アンカ１１０８，１１１２，１１２１のうちの２つ以上が組織牽
引に用いられ得るように、アンカ１１０８，１１１２，１１２１のうちの少なくとも２つ
はテザー（図示していないが、テザー１１４，２１４，７１４と同等）によって連結され
ていてもよい。システム１１００は、狭くなった遠位部分１１０５を備えたホルダ１１６
２を有すると上述されているが、図１０のホルダ１０６２がホルダ１１６２と置き換わっ
てもよいことが想定される。そのような例では、アンカ１１０８，１１１２，１１２１の
開放及び閉鎖を行うために、アンカ１１０８，１１１２，１１２１に対するホルダ１０６
２の相対的回転が用いられ得る。
【００７５】
　図１２Ａ－１２Ｆは、組織１２０２を牽引するためのシステム１２００を示す。組織１
２０２は、例えば、病変を有する領域等の除去の標的とされる領域１２０４を含み得る。
システム１２００は、組織１２０２へのアクセスを提供するためのイントロデューサ１２
０６を含み得る。イントロデューサ１２０６は、標的領域１２０４上や、標的領域１２０
４が対向する組織１２０２の一部、或いは、標的領域１２０４に臨む組織１２０２の一部
といった組織１２０２上に、アンカ１２０８，１２１２を配置することを容易にし得る。
アンカ１２０８，１２１２を結合し得るテザー１２１４もまた、標的領域１２０４の牽引
を支援するために配置され得る。
【００７６】
　図１２Ａは、イントロデューサ１２０６の遠位端部の標的領域１２０４への操縦を容易
にするための送出姿勢にあるイントロデューサ１２０６を示す。アンカ１２０８，１２１
２はホルダ１２６２内に収容され得る。配置器具１２１８もまたホルダ１２６２内に収容
され得る。配置器具１２１８は、アンカ１２１２に解放可能に連結され得る。配置器具１
２１８を遠位に移動させることによって、使用者は、アンカ１２０８，１２１２とテザー
１２１４を遠位に押して、アンカ１２０８，１２１２とテザー１２１４をホルダ１２６２
から放出し得る（図１２Ｂを参照）。アンカ１２０８は、閉姿勢で放出され得る。アンカ
１２１２は、最初に閉姿勢で放出され得る。アンカ１２０８がいったん放出された場合に
は、配置器具１２１８は、アンカ１２１２を、標的領域１２０４を受け入れるための開姿
勢に移行させるように作動され得る。配置器具１２１８は、図１２Ｃに見られるように、
アンカ１２１２を標的領域１２０４に締結するためにアンカ１２１２を閉姿勢に移行させ
るように再び作動され得る。アンカ１２１２が標的領域１２０４に締結された状態で、使
用者は、配置器具１２１８をアンカ１２１２から解放し得る。使用者は、イントロデュー
サ１２０６をアンカ１２０８に向けて操作し、イントロデューサ１２０６をアンカ１２０
８に解放可能に連結し得る（図１２Ｄ及び図１２Ｅを参照）。イントロデューサ１２０６
及び配置器具１２１８を用いて、使用者は、アンカ１２０８を標的領域１２０４に対向す
る組織、また別の場合には、標的領域に臨む組織１２０２の部分に移動させ得る。この動
作は、アンカ１２１２を引っ張り得るテザー１２１４に対して引張力を与え、それにより
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標的領域１２０４を牽引し得る。所望の牽引のベクトルが得られた場合、使用者はアンカ
１２０８を開放するように配置器具１２１８を作動させ得る。これは、アンカ１２０８が
組織１２０２を受け入れることを可能にし得、その後、配置器具１２１８は、アンカ１２
０８を組織１２０２に締結するためにアンカ１２０８を閉じ得る。
【００７７】
　切断器具１２２０（この開示内における前述の切断器具のうちのいずれかと同等）は、
牽引された標的領域１２０４を切断するために用いられ得る（図１２Ｆ参照）。切断によ
って標的領域１２０４の牽引がもはや十分でないほどテザー１２１４における張力を低減
する場合には、アンカ１２０８の位置は、再調整されてもよい。再調整は、配置器具１２
１８をアンカ１２０８（図１２Ｄを参照）に解放可能に連結し、組織１２０２を解放する
ためにアンカ１２０８を開放するように配置器具１２１８を作動させ、アンカ１２０８を
新たな所望の牽引のベクトルが得られる組織１２０２上の別の位置へ移動させ、アンカ１
２０８を新たな位置で組織１２０２に締結するためにアンカ１２０８を閉じるように配置
器具１２１８を作動させることによって行われ得る。この再調整は、標的領域１２０４に
関して、異なる牽引のベクトル（例えば牽引の方向及び／又は大きさ）を用いる能力を使
用者に提供し得る。この牽引のベクトルに対する制御は、標的領域１２０４を除去するべ
く、使用者が切断動作を案内するために、切断器具１２２０とともに使用者が用いる切断
具を露出させ、かつ／又は可視化する改善された能力を使用者に提供し得る。追加的に又
は代替的に、配置器具１２１８は、アンカ１２１２を新たな標的領域の牽引及び除去の目
的で標的領域１２０４から別の標的領域に移動させるために用いられ得る。
【００７８】
　イントロデューサ１２０６は、この開示に記載した前述のイントロデューサのうちのい
ずれと同等であってもよい。イントロデューサ１２０６は、複数のルーメンを含み、その
ルーメンのうちの１つは、器具ルーメン１２６０であり得る。ホルダ１２６２の遠位端部
が（例えばアンカ１２０８，１２１２の配置する過程において、）イントロデューサ１２
０６から延出可能であり、かつ（例えばイントロデューサ１２０６の遠位部分の標的領域
１２０４への挿入及び操作中に）イントロデューサ１２０６内に後退可能であり得るよう
に、ホルダ１２６２は、器具ルーメン１２６０内において摺動可能であり得るスリーブを
含み得る。
【００７９】
　アンカ１２０８は基部１２４４を含み得る。基部１２４４は、内部ルーメンを有するス
リーブ又はカプセルを含み得る。アンカ１２０８はまた、顎部１２０７，１２０９によっ
て形成された把持要素等の、組織１２０２に固定される留め具１２３８を含み得る。留め
具１２３８は、基部１２４４の遠位端部から遠位に延出し得る。顎部１２０７，１２０９
は、閉姿勢（図１２Ａに示す）及び開姿勢（図１２Ｂ中のアンカ１２１２の開姿勢と同等
）を有し得る。
【００８０】
　アンカ１２０８はまた、作動要素１２３５を含み得る。作動要素１２３５は、ループ１
２３７及びシャフト１２３９を含み得る。ループ１２３７は、基部１２４４の近位端部か
ら近位へ延び得る。ループ１２３７は、シャフト１２３９によって留め具１２３８に結合
され得る。シャフト１２３９は、基部１２４４を通って延び得る。ループ１２３７及びシ
ャフト１２３９の近位方向の移動により顎部１２０７，１２０９が基部１２４４に向かっ
て引っ張られると、顎部１２０７，１２０９は、閉姿勢をとり得る。基部１２４４の遠位
端部は、顎部１２０７，１２０９に拘束力を及ぼし、もって顎部１２０７，１２０９を閉
姿勢に保持し得る。ループ１２３７及びシャフト１２３９の遠位方向の移動は、顎部１２
０７，１２０９を基部１２４４から遠位に延出させ、顎部１２０７，１２０９に対する拘
束力を除去し、それにより顎部１２０７，１２０９が開姿勢に移行することを可能にし得
る。アンカ１２１２は、アンカ１２０８と同等であり得る。アンカ１２０８，１２１２は
、テザー１１４，２１４，７１４と同等であり得るテザー１２１４によって接続され得る
。テザー１２１４の端部は、アンカ１２０８，１２１２の基部に取り付けられ得る。代替
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的に、テザー１２１４は、省略されてもよい。そのような例では、アンカ１２０８，１２
１２は、個々の再配置可能な外科クリップとして用いられてもよい。
【００８１】
　配置器具１２１８は、受入部１２４１及び操作要素１２４３を含み得る。受入部１２４
１は、ルーメン（図示せず）を有するスリーブ又はカプセルを含み得る。操作要素１２４
３が受入部１２４１の遠位端部から延出可能であるとともに、遠位端部又は受入部１２４
１の中に後退可能であり得るように、操作要素１２４３は、受入部１２４１のルーメン内
において近位方向及び遠位方向に移動可能であり得る。図１２Ｄは、受入部１２４１の遠
位端部から遠位に延出した操作要素１２４３を示す。操作要素１２４３は、アンカ１２０
８の作動要素１２３５のループ１２３７に解放可能に係合するように構成され得る。例え
ば、操作要素１２４３は曲がった遠位端部１２４５を含み得る。
【００８２】
　曲がった遠位端部１２４５がループ１２３７に係合したならば、操作要素１２４３は受
入部１２４１内に引き込まれて、アンカ１２０８を受入部１２４１まで近位へ引っ張り得
る。最初に、ループ１２３７及びシャフト１２３９の近位部分が受入部１２４１に引き込
まれ得る。操作要素１２４３をさらに引き込むことにより、基部１２４４は、受入部１２
４１が基部１２４４を受け入れ得るように、受入部１２４１に引き込まれ得る。受入部１
２４１の遠位部分及び基部１２４４の近位部分は、受入部１２４１と基部１２４４とを解
放可能に連結するために協働する連結要素１２４７，１２４９を備え、受入部１２４１が
基部１２４４を一時的に捕捉することを可能にし得る。連結要素１２４７，１２４９が係
合されると、受入部１２４１と基部１２４４とは相互に固定され得る。連結要素１２４７
，１２４９は、スナップ嵌合結合、ラッチ構成、電磁結合等の任意の適当な解放可能な機
械的結合を含み得る。
【００８３】
　連結要素１２４７，１２４９が係合された状態で、操作要素１２４３は、基部１２４４
に対してループ１２３７、シャフト１２３９、顎部１２０７，１２０９を遠位に移動させ
るように遠位に延び得る。これは、アンカ１２０８が組織１２０２を捕捉し得るように、
及び／又は以前に捕捉した組織１２０２を解放し得るように、顎部１２０７，１２０９を
それらの開姿勢へ移動させ得る。操作要素１２４３の近位への移動は、顎部１２０７，１
２０９をそれらの閉姿勢に戻して、アンカ１２０８を新たに捕捉した組織に締結し得る。
アンカ１２０８が組織１２０２に締結された後、連結要素１２４７，１２４９は、互いに
解放され得、また操作要素１２４３は、ループ１２３７から解放され得る。配置器具１２
１８は、アンカ１２０８から離れるように移動されて、アンカ１２０８を組織上の適所に
残し得る。このプロセスは、組織上へのアンカ１２０８，１２１２の配置及び／又は再配
置が所望されるたびに繰り返され得る。
【００８４】
　図１３は、システム１２００の位置決め要素１２１８及びアンカ１２０８と同等の別の
位置決め要素１３１８及び別のアンカ１３０８の一部を示す。位置決め要素１３１８及び
アンカ１３０８のそれらの部分は、位置決め要素１２１８及びアンカ１２０８の同様の部
分の代わりに用いられてもよいことが想定される。位置決め要素１３１８は、受入部１３
４１と、曲がった遠位端部１２４５を有した操作要素１３４３とを含み得る。アンカ１３
０８は、顎部１３０７，１３０９を有した留め具１３３８と、シャフト（図示せず）及び
ループ１３３７を含む作動要素１３３５と、基部１３４４とを含み得る。
【００８５】
　受入部１３４１と基部１３４４は、協働する連結要素１３４７，１３４９を含み得る。
連結要素１３４７は、受入部１３４１の遠位端部から近位へ、さらに側方方向に延びてＬ
形の空洞を形成する溝又はチャネルを含み得る。連結要素１３４９は、基部１３４４の外
表面から突出する突起を含み得る。使用時、操作要素１３４３は、ループ１３３７に係合
して、基部１３４４を受入部１３４１に引き込み得る。操作要素１３４３が近位に移動す
るにつれて、連結要素１３４９が連結要素１３４７内を通って近位へ移動し得るように、
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連結要素１３４９は、連結要素１３４７と中継され得る。操作要素１３４３をねじること
により、アンカ１３０８がその中央長手軸線の周りで回転され、連結要素１３４９が連結
要素１３４７を通って側方方向に進めさせ得る。これにより、位置決め要素１３１８は、
アンカ１３０８に解放可能に連結される。
【００８６】
　位置決め要素１３１８がアンカ１３０８に解放可能に連結されることで、受入部１３４
１と基部１３４４とは相互に固定され得る。操作要素１３４３は、アンカ１３０８を組織
に締結するために、顎部１３０７，１３０９を閉じるように、近位へ引っ張られ得る。操
作要素１３４３は、顎部１３０７，１３０９を開放するように遠位に押されて、顎部１３
０７，１３０９が組織を捕捉するのを可能にし、かつ／又はアンカ１３０８の再配置のた
めに、以前に捕捉した組織から顎部１３０７，１３０９を解放し得る。
【００８７】
　図１４は、システム１２００，１３００の位置決め要素１２１８，１３１８及びアンカ
１２０８，１３０８にそれぞれ同等の別の位置決め要素１４１８及び別のアンカ１４０８
の一部を示す。位置決め要素１４１８及びアンカ１４０８のそれらの部分は、他の位置決
め要素及びアンカの同様の部分の代わりに用いられてもよいことが想定される。位置決め
要素１４１８は、受入部１４４１と、曲がった遠位端部１４４５を有した操作要素１４４
３とを含み得る。アンカ１４０８は、顎部１４０７，１４０９を有した留め具１４３８と
、シャフト１４３９及びループ１４３７を含む作動要素１４３５と、基部１４４４とを含
み得る。
【００８８】
　受入部１４４１及び基部１４４４は、協働する連結要素１４４７，１４４９を含み得る
。連結要素１４４７，１４４９は、例えば、噛み合うねじ山等の噛み合う幾何学的構造を
含み得る。連結要素１４４７は、受入部１４４１の内表面上におけるねじ山を含み得る。
連結要素１４４９は、基部１４４４の外表面上におけるねじ山を含み得る。使用時、操作
要素１４４３は、ループ１４３７に係合し、基部１４４４の近位端部を受入部１４４１の
遠位端部に引き付け得る。場合により操作要素１４４３を近位に引っ張ることによって支
援して、操作要素１４４３をねじることにより、アンカ１４０８は、その中央長手軸線の
周りで回転され、それにより連結要素１４４７，１４４７の係合を促進し得る。操作要素
１４４３をさらにねじることにより、アンカ１４０８は位置決め要素１４１８内に螺入さ
れ得る。これにより、位置決め要素１４１８は、アンカ１４０８に解放可能に連結される
。
【００８９】
　位置決め要素１４１８がアンカ１４０８に解放可能に連結されることで、受入部１４４
１と基部１４４４とは、相互に固定され得る。操作要素１４４３は、アンカ１４０８を組
織に締結するために、顎部１４０７，１４０９を閉じるように近位へ引っ張られ得る。操
作要素１４４３は、顎部１４０７，１４０９を開放するように遠位に押されて、顎部１４
０７，１４０９が組織を捕捉することを可能にし、かつ／又はアンカ１４０８の再配置の
ために、以前に捕捉した組織から顎部１４０７，１４０９を解放し得る。
【００９０】
　図１５は、操作要素１５４３の一部と、特に操作要素１５４３の曲がった遠位端部１５
４５とを示す。操作要素１５４３は、操作要素１２４３，１３４３，１４４３と同等であ
り得る。曲がった遠位端部１５４５は、作動要素１５３５のループ１５３７に係合し得る
。ループ１５３７は、ループ１２３７，１３３７，１４３７と同等であり得る。しかしな
がら、ループ１５３７は、その中に形成された不連続部１５５１を有し得る。曲がった遠
位端部１５４５によって充分な力が不連続部１５５１に印加されると、曲がった遠位端部
１５４５はループ１５３７を広げて、曲がった遠位端部１５４５が不連続部１５５１を介
してループ１５３７に入退することを可能にし得る。ループ１５３７は、操作要素のルー
プへの進入、及び操作要素のループからの離脱を容易にするために、ループ１２３７，１
３３７，１４３７のうちのいずれの代わりに用いられてもよい。
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【００９１】
　図１６Ａ及び図１６Ｂは、別の位置決め要素１６１８及び別のアンカ１６０８の一部を
示す。位置決め要素１６１８及びアンカ１６０８のそれらの部分は、位置決め要素１２１
８，１３１８，１４１８等のこの開示に記載する他の位置決め要素のうちのいずれかの同
様の部分の代わりに用いられてもよいことが想定される。位置決め要素１６１８は、受入
部１６４１と、拡張した遠位端部１６４５を有した操作要素１６４３とを含み得る。拡張
した遠位端部１６４５は、球状ボール、円板、及び／又は他の適当な突出部を含み得る。
アンカ１６０８は、顎部（図示せず）を有した留め具と、シャフト１６３９及びソケット
１６３７を含む作動要素１６３５と、基部１６４４とを含み得る。留め具は、例えば、留
め具１２３８，１３３８，１４３８の態様を含み得る。
【００９２】
　受入部１６４１及び基部１６４４は、協働する連結要素１６４７，１６４９を含み得る
。連結要素１６４７，１６４９は、例えば、噛み合うスナップ嵌合要素を含んでもよい。
連結要素１６４７は、受入部１６４１の内表面の遠位端部における１つ以上の突起を含み
得る。連結要素１６４９は、基部１６４４の近位端部の外表面上における１つ以上の陥凹
部若しくは切込み、又は基部１６４４の近位端部の１つ以上の側面を通る１つ以上の開口
部を含み得る。
【００９３】
　図１６Ａは、受入部１６４１を基部１６４４に対して固定するために互いに解放可能に
連結された連結要素１６４７，１６４９を示す。操作要素１６４３の拡張した遠位端部１
６４５もまた、作動要素１６３５のソケット１６３７に解放可能に連結され得る。解放可
能に連結した操作要素１６４３及び作動要素１６３５を遠位に移動させることにより留め
具は開放され、一方、それらを近位へ移動させることにより留め具は、閉じ得る。図１６
Ａでは、留め具は、閉じられている。ソケット１６３７の近位端部と基部１６４４の縮径
部１６５３とが係合することにより、ソケット１６３７のさらなる近位への移動が防止さ
れ得る。閉じた留め具は、組織に固定され得る。アンカ１６０８を組織上の適所に残すた
めに、操作要素１６４３は、図１６Ｂに示すように、ソケット１６３７から拡張した遠位
端部１６４５を引き出すために近位へ引っ張られ得る。操作要素１６４３を引き続き近位
に引っ張ることにより、拡張した遠位端部１６４５を受入部１６４１の縮径部１６５７と
接触させ得る。拡張した遠位端部１６４５が縮径部１６５７を通って近位に移動するにつ
れて、拡張した遠位端部１６４５は縮径部１６５７を強制的に開き、連結要素１６４７を
連結要素１６４９から解放し得るようにし、もって位置決め要素１６１８がアンカ１６０
８から解放されることを可能にし得る。
【００９４】
　再配置の目的でアンカ１６０８を組織から取り外すために、受入部１６４１の遠位端部
は、基部１６４４の近位端部に向かって移動し得る。連結要素１６４７の傾斜面は、基部
１６４４の近位端部に係合し得、その近位端部は、連結要素１６４７を外側に移動させ、
さらに基部１６４４の外表面上に移動させ得る。受入部１６４１は、連結要素１６４７が
連結要素１６４９との嵌合するまで、基部１６４４に対して遠位に移動し得る。操作要素
１６４３は、拡張した遠位端部１６４５を縮径部１６５７と係合させるように移動し得、
縮径部１６５７を外側に押しやるのを助け、それにより受入部１６４１の基部１６４４へ
の接続を容易にする。操作要素１６４３は、ソケット１６３７と係合するように遠位に移
動して、ソケット１６３７を遠位に押し、それにより留め具を開放させ得る。ソケット１
６３７を遠位に押すと、拡張した遠位端部１６４５は、ソケット１６３７に嵌り込み得る
。一例において、留め具が完全に開放される地点を超えたソケット１６３７のさらなる遠
位の移動を制限するために、基部１６４４の内表面上に突起、肩部、又は他の隣接部（図
示せず）を設けて、ソケット１６３７の遠位端部に係合させてもよい。ソケット１６３７
が突起、肩部、又は隣接部と接触すると、拡張した遠位端部１６４５をソケット１６３７
の近位端部に対して強制的に押しつけることによって、拡張した遠位端部１６４５はソケ
ット１６３７に嵌め込まれ得る。
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【００９５】
　留め具を開放したまま、アンカ１６０８は、組織上の１つの場所から解放されて、組織
上の別の場所へ提供され得る。拡張した遠位端部１６４５がソケット１６３７に受容され
ているため、操作要素１６４３を近位へ移動させることにより、作動要素１６３５を近位
へ移動させることによって、留め具は、新たな場所で組織上に閉じ得る。位置決め要素１
６１８は、その後、上述したステップごとにアンカから解放され得る。このプロセスは、
再配置が所望されるたびに繰り返され得る。
【００９６】
　図１７は、作動要素１６３５と同等であり得る作動要素１７３５の一部の斜視図を示す
。作動要素１７３５は、作動要素１６３５の代わりに用いられてもよい。作動要素１７３
５は、その近位端部においてソケット１７３７を含み得る。しかしながら、作動要素１７
３５の近位部分は、基部１６４４の近位端部を越えて近位へ延びるとともに、作動要素１
７３５の残部は、基部１６４４内に収容され得る。ソケット１７３７の近位端部の側方突
起１７５７は、アンカ１６０８の留め具が完全に開放されているときに、基部１６４４の
近位端部に隣接するように構成され得る。基部１６４４の近位端部に対する側方突起１７
５７の隣接は、留め具の閉鎖に用いるために、ソケット１７３７を適所に保持して、操作
要素１６４３の拡張した遠位端部１６４５のソケット１７３７内への挿入を容易にし得る
。ソケット１７３７は、拡張した遠位端部１６４５のソケット１７３７への側面からの進
入を容易にするためにＵ字型凹部を画定し得る。またＵ字型凹部の基部は、拡張した遠位
端部１６４５の側面からの進入をさらに容易にするために拡張されてもよいことも想定さ
れる。
【００９７】
　図１８は、位置決め要素１６１８及びアンカ１６０８と同等の別の位置決め要素１８１
８及び別のアンカ１８０８の一部を示す。アンカ１８０８は、顎部１８０７，１８０９を
有するばね付勢留め具１８３８を含み得る。留め具１８３８は、圧縮ばねを含み得る付勢
要素１８５９によってばね付勢され得る。付勢要素１８５９の近位端部は、顎部１８０７
，１８０９の近位端部において基部要素１８６１に係合し得る。付勢要素１８５９の遠位
端部は、アンカ１８０８の基部１８４４の遠位端部に対して固定され得るストッパ１８６
３に係合し得る。付勢要素１８５９に作用する変形力がない場合には、付勢要素１８５９
は、基部要素１８６１をストッパ１８６３から離れるように移動させ得る。これは、顎部
１８０７，１８０９を基部１８４４の遠位端部に向けて引っ張り、顎部１８０７，１８０
９と基部１８４４の遠位端部の内表面との間の係合、及び／又は顎部１８０７，１８０９
とストッパ１８６３の外表面との間の係合により、顎部１８０７，１８０９を閉鎖させる
。
【００９８】
　位置決め要素１８１８は、拡張した遠位端部１６４５と同等であり得る拡張した遠位部
分１８４５を有する操作要素１８４３を含み得る。拡張した遠位部分１８４５は、円板、
球状ボール、及び／又は他の適当な形態の拡張部を含み得る。拡張した遠位部分１８４５
は、受入部１６４１と同等であり得る位置決め要素１８１８の受入部（図示せず）に係合
して、受入部上の連結要素と基部１８４４上の連結要素（図示せず）との係合を容易にす
るために用いられ得る。連結要素は、例えば連結要素１６４７，１６４９と同等であり得
る。拡張した遠位部分１８４５はまた、連結要素の係合解除も容易にし得る。
【００９９】
　連結要素が係合されると、操作要素１８４３は、基部１８４４を通って遠位に押され得
る。拡張した遠位部分１８４５から遠位に延びる延長部１８６５は基部要素１８６１に係
合し得る。延長部１８６５は、基部要素１８６１に対して遠位向きの力を及ぼして、付勢
要素１８５９の圧縮をもたらし、また顎部１８０７，１８０９を開放位置に移動させ得る
。基部要素１８６１に対する遠位向きの力を除去又は低減すると、付勢要素１８５９は顎
部１８０７，１８０９を閉鎖位置へ戻し得る。
【０１００】
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　図１９Ａ－１９Ｈは、組織１９０２を牽引するためのシステム１９００を示す。組織１
９０２は、例えば、病変を有する領域等の除去の標的とされる領域１９０４を含み得る。
システム１９００は、組織１９０２へのアクセスを提供するためのイントロデューサ１９
０６を含み得る。イントロデューサ１９０６は、標的領域１９０４を通るテザー１９１４
の配置、及び標的領域１９０４に対向する組織、また別の場合には標的領域１９０４に臨
む組織１９０２の部分上へのアンカ１９０８の配置を容易にし得る。
【０１０１】
　図１９Ａは、標的領域１９０４付近に配置されたイントロデューサ１９０６と、イント
ロデューサ１９０６の遠位端部から遠位に延びたアンカ１９０８とを示す。図１９Ｂは、
標的領域１９０４を受け入れるために、その顎部１９０７，１９０９が広がった開姿勢に
あるアンカ１９０８を示す。テザー１９１４は顎部１９０７に固定され得る。図１９Ｃは
、顎部１９０７，１９０９によって標的領域１９０４に刺さり、テザー１９１４を標的領
域１９０４に通すために閉姿勢に移行されているアンカ１９０８を示す。テザー１９１４
は顎部１９０９によって把持され得る。図１９Ｄは、開姿勢に戻ったアンカ１９０８を示
しており、この時点でテザー１９１４は標的領域１９０４に通されている。アンカ１９０
８は配置器具（図示せず）の作動によって開閉され得る。
【０１０２】
　使用者は、イントロデューサ１９０６及びアンカ１９０８を標的領域１９０４に対向す
る組織、また別の場合には標的領域１９０４に臨む組織１９０２の部分へ操作し得る。こ
の動作は、テザー１９１４を引っ張り得るテザー１９１４に対して引張力を与え、それに
より標的領域１９０４を牽引し得る（図１９Ｅに図示）。所望の牽引のベクトルが得られ
ると、使用者は、アンカ１９０８を閉じて、アンカ１９０８を所望の位置で組織１２０２
に締結し得る（図１９Ｆに図示）。
【０１０３】
　切断器具１９２０（この開示内に記載した前述の切断器具のうちのいずれかと同等）は
、牽引された標的領域１９０４を切断するために用いられ得る（図１９Ｇ参照）。切断に
より標的領域１９０４の牽引がもはや不十分となるほどテザー１９１４における張力が低
減される場合には、牽引を増大するためにテザー１９１４の長さが調整され得る。再調整
は、図１９Ｈに示すように、鉗子又は他の把持器具によってテザー１９１４の自由端を把
持し、その自由端を引っ張って、アンカ１９０８を標的領域１９０４に結合しているテザ
ー１９１４の部分を引き締めることによって行われ得る。
【０１０４】
　イントロデューサ１９０６は、この開示に記載した他のイントロデューサのうちのいず
れと同等であってもよい。イントロデューサ１９０６は、複数のルーメンを含み、そのル
ーメンのうちの１つは、器具ルーメン（図示せず）であり得る。イントロデューサ１９０
６の遠位端部にはエンドキャップ１９２６が設けられ得る。エンドキャップ１９２６は、
ポートを備え、そのうちの１つはポート１９３０であり得る。ポート１９３０は、器具ル
ーメンに開放し得る。アンカ１９０８が、送出中には器具ルーメン内に収容されるととも
に、配置のためにイントロデューサ１９０６の遠位端部から遠位に延びるようにポート１
９３０を通過することによって器具ルーメンから延出され得るように、アンカ１９０８は
、器具ルーメン内において摺動可能であり得る。イントロデューサ１９０６内への移動、
及び、イントロデューサからのアンカ１９０８の移動は、アンカ１９０８に解放可能に連
結された配置器具（図示せず）によって引き起こされ得る。配置器具は、例えば、この開
示に記載する前述の配置器具のうちのいずれと同等であってもよい。
【０１０５】
　アンカ１９０８は、顎部１９０７，１９０９及び基部１９４４を含み得る。顎部１９０
７，１９０９は、基部１９４４に対して移動することによって、開姿勢と閉姿勢との間を
移行可能であり得る。例えば、顎部１９０７，１９０９は、基部１９４４の遠位端部に対
して遠位に移動される場合には、開姿勢に向かって移行し得る。顎部１９０７，１９０９
は、基部１９４４の遠位端部に対して近位へ移動される場合には、閉姿勢に向かって移行



(26) JP 2019-524276 A 2019.9.5

10

20

30

40

50

し得る。顎部１９０７，１９０９及び基部１９４４の構成及び操作は、アンカ１２０８，
１２１０，１３０８，１４０８，１６０８，１８０８の同様の構成要素の構成及び操作と
同等であり得る。顎部１９０７，１９０９を操作するための配置器具は、配置器具１２１
８，１３１８，１４１８，１６１８，１８１８と同等であり得る。
【０１０６】
　縫合糸、鎖又は他の適当な構造及び／又は材料を含み得るテザー１９１４は、アンカ１
９０８が閉じられる際に、顎部１９０９から側方方向内側に延びる掴持要素１９６７がテ
ザー１９１４の一部を引っ掛け得るように、顎部１９０７の一部に沿って延び得る。使用
時、アンカ１９０８は、（図１９Ｂにみられるように）顎部１９０７，１９０９が標的領
域１９０４の両側に跨った開姿勢に配置され得る。その後、顎部１９０９が顎部１９０７
に向かって動くにつれて、（図１９Ｃに示すように）掴持要素１９６７が標的領域１９０
４に刺通するように、アンカ１９０８は、閉じ得る。掴持要素１９６７の端部のフック機
構１９６９は、第１の顎部１９０７に沿って延びるテザー１９１４のループ１９７１を引
っ掛けるように、顎部１９０７と中継し得る。掴持要素１９６７がそれに引っ掛けられた
テザー１９１４とともに標的領域１９０４に通され、それにより、テザー１９１４を標的
領域１９０４に固定し得るように、アンカ１９０８は、再度開放され得る。
【０１０７】
　顎部１９０７は、遠位端部において顎部１９０７の内表面に沿った切り欠き１９７３を
含み得る。顎部１９０７はまた、切り欠き１９７３と連絡した、顎部１９０７の遠位端部
を通って側方方向に延びるスロット１９７５を含み得る。テザー１９１４のループ１９７
１が切り欠き１９７３に引っ掛けられると、ループ１９７１の一部は、スロット１９７５
を横断して延び得る。掴持要素１９６７は、切り欠き１９７３の対向した側面の間におい
てスロット１９７５を通過して、ループ１９７１を引っ掛け得る。顎部１９０７はまた、
該顎部を通って側方方向に延びる開口１９７７を備えてもよく、開口１９７７は、スロッ
ト１９７５から一定距離だけ離間されている。代替的に、顎部１９０７は、テザー１９１
４を顎部１９０７に固定するために、テザー１９１４上のキャッチ、磁石、面ファスナ、
ネジ穴、又はキーパーと嵌合するためのループ、磁石、面ファスナ、ねじ、又はラッチを
備えてもよい。
【０１０８】
　一定長のテザー１９１４は、アンカ１９０８の基部１９４４を通って延び、テザー１９
１４の近位自由端部は、基部１９４４の近位端部から外に突き出ている。テザー１９１４
は、その遠位端部において、テザー１９１４の残りの遠位長が顎部１９０７の内表面に沿
って延び得るように、開口１９７７に送り込まれ得る。テザー１９１４のループ１９７１
は、ループ１９７１の一部がスロット１９７５を横断して延びるように、切り欠き１９７
３の対向した側面によって引っ掛けられ得る。よって掴持要素１９６７がスロット１９７
５に通されると、掴持要素１９６７は、ループ１９７１を通過して、その一部分を掴持す
るか、又は引っ掛け得る。
【０１０９】
　掴持要素１９６７は、顎部１９０９の内表面から側方に延び得る。掴持要素１９６７は
、Ｊ字型又はＬ字型のスロットによって画定され得るフック機構１９６９を含み得る。掴
持要素１９６７の自由端は、傾斜面１９７９を有し得る。傾斜面１９７９は、掴持要素１
９６７がスロット１９７５内に挿入される際に、ループ１９７１がフック機構１９６９に
到達してフック機構１９６９内に収容されるまで、ループ１９７１が傾斜面１９７９に沿
って案内され得るように構成されている。アンカ１９０８が閉じられると、掴持要素１９
６７の少なくとも一部は、フック機構１９６７がループ１９７１を引っ掛けるように、ス
ロット１９７５内に収容され得る。
【０１１０】
　テザー１９１４の近位自由端は、アンカ１９０８が配置されているとき、（図１９Ｇに
示すように）基部１９４４の近位端部から延出し得る。その自由端を引っ張ることによっ
て、標的領域１９０４とアンカ１９０８との間のテザー１９１４の部分が引き締められ得
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る。基部１９４４には一方向機構（図示せず）が備えられていてもよい。一方向機構は、
テザー１９１４の緩みを防止しながら、テザー１９１４の引き締めを可能にし得る。一方
向機構は、ジップチェーン、例えば、ラチェットアセンブリを含み得る。テザー１９１４
は上述した他のテザーと同等であり得る。追加的に又は代替的に、テザー１９１４は、引
き締めるための一方向移動を容易にするために、ジップタイ又はジップチェーンと同等の
溝及び／又は突起を備えてもよい。代替的に、テザー１９１４は省略されてもよく、また
アンカ１９０８は外科クリップとして個々に用いられてもよい。
【０１１１】
　図２０Ａ及び図２０Ｂは、テザー１９１４がアンカ１９０８から器具ルーメンを通って
ポート１９３０へ、さらにイントロデューサ１９０６の近位端部から近位に延び得るシス
テム１９００の別形を示す。使用者は、テザー１９１４を引っ張ることにより、イントロ
デューサ１９０６の近位端部から、標的領域１９０４上における牽引を調整し得る。鉗子
などを用いてテザー１９１４を把持するステップが回避され得る。
【０１１２】
　図２０Ａ及び図２０Ｂに関する別の相違は、テザー１９１４が基部１９４４を通って延
びていなくてもよいということである。従って、基部１９４４に一方向機構を設ける必要
がない。むしろ、一方向機構は、標的領域１９０４とアンカ１９０８との間におけるテザ
ー１９１４の緩みを防止するために、ポート１９３０、器具ルーメン、又はイントロデュ
ーサ１９０６の近位端部に設けられてもよい。上記で説明したように、一方向機構はラチ
ェットアセンブリ、ジップタイ機構などを含み得る。追加的に又は代替的に、一方向機構
は、テザー１９１４の望ましくない遠位の移動を防止するために、イントロデューサ１９
０６の近位端部における規制手段を含んでもよい。
【０１１３】
　図２０Ａにおいて、切断器具１９２０は、平らな切除片を生じる方法で、標的領域１９
０４を切断し得る。これは、アンカ１９０８と標的領域１９０４との間のテザー１９１４
の部分に緩みを生じさせ得る。図２０Ｂは、イントロデューサ１９０６の近位端部からテ
ザー１９１４の近位端部を引っ張ることにより引き締められた後のアンカ１９０８と標的
領域１９０４との間のテザー１９１４の部分を示す。
【０１１４】
　図２１Ａ及び図２１Ｂは、補助アンカ１９１０を配置することによって標的領域１９０
４に作用する牽引ベクトルが調整され得るシステム１９００の別形を示す。補助アンカ１
９１０は、イントロデューサ１９０６（又は別のイントロデューサ）によって、アンカ１
９０８と標的領域１９０４との間のテザー１９１４の部分と係合するように操作され得る
。補助アンカ１９１０は、テザー１９１４を保持したまま、別の位置の組織１９０２に締
結されることにより、テザー１９１４及びアンカ１９０８によって標的領域１９０４に及
ぼされる牽引力の大きさ及び／又は方向を調整し得る。牽引ベクトルをさらに調整するた
めに、付加的な補助アンカが配置されてもよい。また補助アンカ１９１０は、この開示に
記載した他の前述のテザーのうちのいずれの牽引ベクトルを調整するために用いられても
よいことも想定される。
【０１１５】
　図２２は、テザー１９１４と組織１９０２とを係合させることによって牽引ベクトルを
調整するために用いられ得る補助アンカ２２１０のもう一つの例示的な別形をさらに示す
。補助アンカ２２１０は、対向した顎部２２８３，２２８５を含み得る。顎部２２８３，
２２８５は、顎部２２８３，２２８５を閉姿勢に付勢するために、ねじりばね等の付勢要
素２２８７，２２８９を含み得る。顎部２２８３，２２８５は、ばね部材２２９１によっ
て連結され得る。ばね部材２２９１は、顎部２２８３，２２８５と顎部２２８３，２２８
５によって把持された物質との間に牽引力を及ぼすように伸張され得る引張ばねを含み得
る。ばね部材２２９１の両端は、スイベリングリンク２２９３，２２９５によって顎部２
２８３，２２８５に揺動可能に結合され得る。一例において、顎部２２８３は、テザー１
９１４を受け入れるために開放され、テザー１９１４を把持するために閉じ得る。顎部２
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２８５は、所望量の牽引力が顎部２２８３及びばね部材２２９１によってテザー１９１４
に及ぼされた後に、組織に締結され得る。
【０１１６】
　図２３Ａ及び図２３Ｂは、ヒンジ２３９５によりアンカ１９０８の基部１９４４に揺動
可能に結合されたスイベルリンク２３９３の角度を調整することによって、標的領域１９
０４に作用する牽引ベクトルが調整され得るシステム１９００の別形を示す。図２３Ａに
おいて、スイベルリンク２３９３は、基部１９４４に対して、その中央長手軸線が同軸を
有するように配置され得る。スイベルリンク２３９３は、図２３Ｂに示すように、基部１
９４４に対して、その中央軸線が角度をなすように揺動され得る。基部１９４４に対する
スイベルリンク２３９３の角度をなした配向を維持するために、ラチェットアセンブリ等
のロッキング機構がヒンジ２３９５に備えられてもよい。スイベルリンク２３９３の角度
を変えることにより、標的領域１９０４に及ぼされる牽引力の方向を向け直したり、また
牽引力の大きさを増大させたりして、標的領域１９０４の切断を容易にし得る。このスイ
ベルリンク接続は、この開示内の前述のテザー及びアンカのいずれの間に提供されてもよ
いことが想定される。
【０１１７】
　図２４Ａ及び図２４Ｂは、標的領域１９０４に作用する牽引ベクトルが、標的領域１９
０４とアンカ１９０８との間に延びるテザー１９１４の部分においてテザー１９１４の脚
部の間の距離を調整することによって調整され得るシステム１９００の別形を示す。その
ような調整は、環状要素２３９７を用いて提供され得る。使用者は、環状要素２３９７を
図２４Ａに示す位置から標的領域１９０４に向かってテザー１９１４を下って摺動させ得
る。環状要素２３９７を標的領域１９０４に向けて図２４Ｂに示す位置まで引き続き摺動
させることにより、テザー１９１４が標的領域１９０４を締め付け得るように、標的領域
１９０４を通過しているテザー１９１４の長さが低減され得る。該締付によって、標的領
域１９０４は上方に浮揚され得る。環状要素２３９７は、この開示に記載するシステム１
９００のいずれの別例とともに用いられてもよいことが想定される。
【０１１８】
　図２５Ａ及び図２５Ｂは、テザー１９１４によって標的領域１９０４に及ぼされる牽引
力が、テザー１９１４を加熱すること、及び／又はテザー１９１４に電気エネルギーを導
くことにより調整され得るシステム１９００の別形を示す。そのような例では、テザー１
９１４は、例えば、熱又は電気エネルギーが印加されると収縮するように構成されたニチ
ノールワイヤを含み得る「マッスルワイヤ」を用いて製造されてもよい。アンカ１９０８
の基部１９４４は、例えば、切断器具１９２０の遠位先端部を受け入れるように構成され
たポート２５９９を含み得る。切断器具１９２０は、ポート２５９９を介してテザー１９
１４を収縮させるためのエネルギーを供給し得る。図２５Ａは、テザー１９１４の収縮前
における標的領域１９０４に牽引力が及ぼされているテザー１９１４を示す。図２５Ｂは
、牽引力が増している収縮後におけるテザー１９１４を示す。この開示内の前述の基部及
びテザー構成のいずれも、マッスルワイヤ及びマッスルワイヤにエネルギーを導くための
ポートを備えて、マッスルワイヤの収縮により増大した牽引を提供してもよいことが考え
られ得る。
【０１１９】
　本発明の範囲から逸脱することなく、開示した装置及び方法において様々な修正及び変
更をなすことができることは当業者には明らかだろう。本発明の他の態様は、明細書の検
討及び本願で開示した特徴の実施から当業者には明らかになるであろう。明細書及び実施
例は単に例示的なものと見なされることが意図される。
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